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付属資料 A 

ＩＣＰの歴史 

 
 
 
 経済統計家たちは経済間の経済活動水準の比較

に為替レートを用いることは極めて誤解を招きか

ねない結果をもたらす可能性があることを古くか

ら認識していた。1950 年代及び 60 年代に、そのよ

うな比較を行うために為替レートに代わるものを

検討する複数のプロジェクトが開始された。1950
年代初めに欧州経済協力機構（ＯＥＥＣ）はフラ

ンス、西ドイツ、イタリア、英国、米国の購買力

平価（ＰＰＰ）を作成した。1960 年代初めには、

中南米でＰＰＰ比較が行われた。1960 年代半ば頃

に欧州統計家会議はいくつかの市場経済といくつ

かの中央計画経済の間でＰＰＰに基づく比較を行

うプロジェクトを立ち上げた。1960 年代後半にも

東欧経済相互援助会議（ＣＯＭＥＣＯＮ）によっ

て複数の東欧経済間の比較が行われた。この作業

にはハンガリーとポーランドの経済統計家たちが

大きく関与した。カギとなる構想は、ＩＣＰの消

費支出の概念を拡大し、民間最終消費支出と共に

政府の個別消費支出を含み、「当該人口の消費支

出（ＣＥＰ）」と呼ばれる合計個別消費の集計値

を形成することであった。ＣＥＰ測定の目的は、

制度的な取り決めの違い、特に様々な経済におい

て政府と民間部門が保健と教育のサービスを提供

する範囲に関する違いが数量比較に与える影響を

最小化することであった。この点で、ＩＣＰは「現

実最終消費支出（ほとんどＣＥＰと同じ定義）」

の概念を国民経済計算の公式測定方法に定めた

1993 年国民経済計算体系（ＳＮＡ９３）よりも 20
年以上も先んじていたことになる。 

 1965 年に国連統計委員会（ＵＮＳＣ）は為替レ

ート比較に内在する問題点をある程度詳しく検討

し、活動水準の国際比較を行うのにより適切な方

法論を国連統計部（ＵＮＳＯ）が開発すべきこと

に合意した。1968 年にＵＮＳＣは少数の経済群に

ついてＰＰＰに基づく比較を開発することを目指

したプロジェクト（1968 年から 71 年までの実施を

予定）を概説する報告書を検討した。委員会は、

より堅固な国際比較に至る技法を開発し、試行し、

文書化するためにプロジェクトの進行を許すこと

に合意した。ＵＮＳＯに得られる資金・資源は限

られていた。そこで、ＵＮＳＣは他の国際機関及

び国連加盟国諸経済にこのプロジェクトの支援を

要請した。この段階でＵＮＳＣに承認されていた

提案は、国民経済計算の支出と生産（または産出）

の両面から測定されたＧＤＰを対象とすることに

なっていた。第 1 段階の作業は勘定の支出面に集

中して行われた。これは二重デフレーションの複

雑性を付加することになる投入と産出の両方では

なく、支出集合一つだけが関連していたため、実

務上の実行困難度がより低かったからである。 

 1968 年遅くに、ＵＮＳＯとペンシルベニア大学

との共同事業として国連国際比較プロジェクト

（ＩＣＰ）が開発された。プロジェクトはフォー

ド財団からの助成金を財源とする特別部隊を設置

した。直接的な財政支援の提供、そして世界銀行

を通じて流されたスカンジナビア諸国からの助成

金を通じて、世界銀行が関与するようになった。

米国国際開発庁と米国社会科学研究評議会が金銭

拠出による支援を行った。英国は参加国に統計面

での現物支援を提供した。ＵＮＳＯ部長がプロジ

ェクトの監督を担当した。技術助言を提供するた

めに設けられた諮問委員会が 1969 年 10 月に開か

れた会議においてプロジェクトの詳細な提案を検

討した。 

 ＩＣＰの第 1 期は 2 段階に分けて運営された。

第 1 段階は 1967 年に行われた 6 経済（ハンガリー、

インド、日本、ケニア、英国、米国）のデータ収

集を基礎としたパイロット事業であった。第 2 段

階は 1970 年にベンチマーク設定し、1967 年につい

ての必要なデータを報告することができなかった

もう四つの経済（コロンビア、フランス、西ドイ

ツ、イタリア）がこの段階で加えられた。産出物

は、1970 年のＧＤＰとその一連の構成要素につい

ての10経済全部の間の多国間比較を含む数多くの
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様々な推計値集合で構成された。第 1 期の結果は、

「A System of International Comparisons of Gross 
Product and Purchasing Power（総生産及び購買力の

国際比較体系）（Kravis 他、1975 年）」で発表さ

れた。この刊行物で示された詳しい情報には、1970
年の多国間比較の全体的な結果、1967 年と 1970
年の両方についての様々な二国間比較、重要な論

点（賃料、自動車価格、いくつかの異なる数量比

較の整合性など）に関する各種の実験の成果が含

まれる。 

 第 2 期にはさらに 6 経済が関与し、当初これは

1970 年についてのより幅広い比較を目指したが、

主たる目的はＰＰＰと関連する統計を1973年に更

新することであった。ＩＣＰの第 2 期に加わった

新たな 6 経済とは、ベルギー、イラン、韓国、マ

レーシア、オランダ、フィリピンである。16 経済

についての詳細な結果は 1978 年に「International 
Comparisons of Real Product and Purchasing Power
（実質生産と購買力の国際比較）（Kravis, Heston, 
and Summers、1978 年）」として発表された。 

 第 3 期には、ＩＣＰの生産物銘柄規定をより一

般的に適用できるものとするために（例えば、米

国に特有であった商標名のような特性の除去によ

って）、インドやＣＯＭＥＣＯＮグループを含む

多くの経済との協議の上、ＩＣＰの生産物リスト

に変更が加えられた。第 3 期において経済の多様

性が高まったことは、すべての参加経済が自国の

支出において代表的である十分な数の生産物の価

格調査ができるよう、価格調査の対象生産物の範

囲をさらに拡大する必要があることを意味した。

この時点で、プロジェクトの主導者たちは一つの

国際比較を継続することと、世界規模の結果を生

成するよう接続される地域比較に移行することの

損得を検討した。関連する相殺事項は、プロジェ

クトの地域化は地域内の経済間の比較の向上につ

ながるべきであるものの、地域間の結果を接続す

ることに内在する困難のゆえに異なる地域の経済

間の比較が犠牲になるというものであった。結局、

世界全体の結果に基づき関連する経済について計

算されたいくつかの地域的な結果が提示されはし

たが、第 3 期は一つの地球規模の比較として進め

られた。詳細は 1982 年に「World Product and 
Income: International Comparisons of Real Gross 

Product（世界の生産と所得：実質総生産の国際比

較）（Kravis, Heston, and Summers、1982 年）」と

して発表された。 

 1980 年にベンチマーク設定されたＩＣＰ第 4 期

に参加した経済の数は大きく増加した（30 から 60
へ）。この回にはまたいくつかの大きな変更が発

生した。ペンシルベニア大学がこのベンチマーク

比較への関与を終結させ、ＵＮＳＯに責任を移譲

した。もう一つの重要な変更は、ＩＣＰの初の地

域化であった。地域化の背景の一部には、多数の

経済が世界中から関与したことがある。もう一つ

の重要な要素は、今は欧州連合となっている諸経

済についてユーロスタットが行っているＰＰＰプ

ログラムと共に、ＯＥＣＤが加盟国経済について

ＰＰＰプログラムを設けることを決定したことで

ある。ユーロスタット・ＯＥＣＤ「地域」以外に、

第 4 期に関与した他の地域はアフリカ、アジア及

び太平洋（アジア太平洋）、中南米である。地域

同士は「コア国（時に「ブリッジ国」と呼ばれる）」

手法を用いて接続されたが、これは選定された経

済が当該地域と他の地域との間に関係またはリン

クを提供するため、別の地域のいくつかの生産物

銘柄規定について価格調査を行うものである。 

 ＩＣＰ第 5 期には参加経済の数はほんのわずか

に増加しただけであるが（60 から 64 へ）、第 4
期に参加していたが第 5 期には抜けたいくつかに

置き換わっ新しい経済が多く参加した。再び、地

域別の手法が採用された。含まれたのはアフリカ、

アジア太平洋、カリブ、ユーロスタット・ＯＥＣ

Ｄの諸地域である。加えて、オーストリアをリン

ク国に用いて三つの東欧経済が西欧に加えられ

た。再び、地域間を接続するためにコア国手法が

用いられたが、いくつかのコア国が「他の」地域

の生産物について十分に幅広い価格を収集する上

で困難に遭遇したため、リンクの一部には問題が

あった。 

 1993 年にベンチマーク設定されたＩＣＰ第 6 期

は世界 118 経済についてＰＰＰに基づく比較を生

成することを目指した野心的な事業であった。し

かしながら、最初から様々な問題に阻まれた。資

金不足が主たる問題であったが、全体的な事業の

調整不足もまた最終結果におけるいくつかの主要

な欠陥をもたらした。1993 年のラオウンドのＩＣ
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Ｐはある程度妥当な結果をもたらしたものの、地

域同士の接続、または、同様に 1993 年にベンチマ

ーク設定されていたユーロスタット・ＯＥＣＤの

ＰＰＰプログラムの結果との接続はほとんど不可

能であることが立証された。このラウンドの失敗

を受けて、ＩＣＰの大幅な見直しが委託された。

これは、2005 年ＩＣＰにおける財源、統治、地域

別結果の接続に関する大幅な変更の導入につなが

った。 

 

ＩＣＰとユーロスタット・ＯＥＣＤのＰＰＰプログラムとの

関係 

 ユーロスタットは 1960 年代遅くに、少数の欧州

経済共同体（ＥＥＣ）経済についてのＰＰＰプロ

グラムを開始したが、（上記の通り）このうち 3
経済（フランス、西ドイツ、イタリア）はＩＣＰ

第 1 期にもデータを提供した。1980 年代初めにＯ

ＥＣＤがユーロスタットに加わり、拡大ＰＰＰプ

ログラムが運営された。この目的は、ＯＥＣＤ経

済をすべて網羅することであった（当時、現在は

欧州連合となっている組織の加盟国はすべてＯＥ

ＣＤ加盟国でもあった）。実際上、この拡大の目

的はオーストラリア、カナダ、日本、ニュージー

ランド、米国をＰＰＰプログラムに組み込むこと

にあり、この成果は 1985 年のラウンドで達成され

た。当時、ユーロスタット・ＯＥＣＤのＰＰＰプ

ログラムは 5 年おきに行われていた。しかしなが

ら、1990 年の回の後、実施間隔を 3 年おきに短縮

する決定がなされた。ユーロスタット・ＯＥＣＤ

の 1993 年の回には 24 の経済が直接参加した。多

くの東欧経済、ロシア、ＣＩＳ加盟国経済も特別

回に参加し、この結果はオーストリアをリンク国

に用いてユーロスタット・ＯＥＣＤの結果と接続

された。 

 ユーロスタット・ＯＥＣＤのＰＰＰプログラム

の 1996、1999、2002 年の各ラウンドには、多くの

非ＯＥＣＤ加盟国や非ＥＵ加盟国経済が引き続き

参加した。各回に参加した経済の数は 1996 年 32、
1999 年 43、2002 年 42 である。 
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付属資料 B 

2005 年ＩＣＰのガバナンス 

 
 
 
 1993 年ＩＣＰの見直しは、その主たる欠陥の一

つは、正式な統治体制の不足であると結論づけた。

とりわけ、地域間の調整が不十分であり、これは

プロセスの標準化が行われておらず、結果に整合

性がないことを意味した。2005 年ＩＣＰを開始す

るに当たり、世界銀行は作業の世界的な調整を図

り、単一の基準集合を設定し、専門事項及び実務

における中央集権的な手引きを提供し、地域毎に

異なった形で解釈される可能性のある論点につい

て裁決を下すことによって各地域で生成される結

果の整合性を確保する統治（ガバナンス）体制の

実施を図った。世界全体にわたる調整グループか

ら地域機関に至る数層の統治構造が必要になっ

た。しかしながら、基礎的な統治レベルは、自国

経済の関連する機関が、何が求められており、そ

れをどのように達成するかに関し、統一した目的

を持ってＩＣＰを取り上げることを確保する各経

済の国内コーディネーターで構成された。 

 戦略的なリーダーシップを提供し、優先事項、

基準、全体的な作業計画、予算に関する決定を行

う「理事会」が設けられた。理事会はまた、ＩＣ

Ｐグローバル・オフィスの活動を監督する上でカ

ギとなる役割を演じた。理事は高名なエコノミス

トや統計家、経験豊かな統計管理者で構成されて

いる。多くは国内統計局や国際機関の統計部局の

長であり、その他の者も国民経済計算や価格統計

についての経験や技能を有する経済統計部門の管

理者である。 

 2002 年にワシントンＤＣの世界銀行内にＩＣＰ

を世界全体で実施するのに必要な日常業務を遂行

するために「グローバル・オフィス」が設立され

た。「グローバル・マネジャー」がその運営の責

任を負い、統計専門職と事務職員のチームがこれ

を補佐した。グローバル・オフィスは理事会に定

期的に報告し、この年間作業計画や予算は理事会

の承認を必要とした。グローバル・オフィスとそ

の外部コンサルタントが遂行した重要な活動に

は、ＩＣＰ基準の開発、価格調査を行うべき財及

びサービスを決定する枠組みの準備、「ＩＣＰ

2003～2006 年ハンドブック」及び「ICP Operational 
Manual（ＩＣＰ運営マニュアル）」の作成、各国

が価格データを編集し、入力するソフトウェア

（「ツールパック」システム）の制作、ＩＣＰの

ために収集されたデータの分析、地域内及び地域

間での価格及び国民経済計算データの集計が含ま

れる。グローバル・オフィスは設立当初から世界

銀行の管理及び信託上のルール及び規則に従って

きた。グローバル・オフィスはその日常の活動に

ついては、世界銀行内の開発データ・グループの

局長に報告した。さらに、理事会とＵＮＳＣ向け

に報告書を定期的に準備した。 

 「技術助言グループ（ＴＡＧ）」がＩＣＰに係

わる技術事項に関する助言の提供を担当した。Ｔ

ＡＧの責任は、概念的及び方法論的事項の解決を

図ることであった。理事会に任命されたＴＡＧの

メンバーは全員が、価格または国民経済計算の分

野で国際的に著名な専門家であった。過去の回の

欠陥を克服するために、複数の大きな方法論的改

善が施されたが、これにはＴＡＧが技術的な助言

を提供した。 

 アフリカ開発銀行（ＡｆＤＢ）、アジア開発銀

行（ＡＤＢ）、ロシア連邦国家統計局（Rosstat）
及び経済分析局（モスクワ）とのパートナーシッ

プによる独立国家共同体統計局（ＣＩＳＳＴＡ

Ｔ）、ラテンアメリカ・カリブ経済委員会（ＥＣ

ＬＡＣ）の協力を得たカナダ統計局、西アジア経

済社会委員会（ＥＳＣＷＡ）を通じて、「地域事

務所」が五つの地域（アフリカ、アジア太平洋、

独立国家共同体、中南米、西アジア）の各々にお

けるＩＣＰの作業の調整を担当した。加えて、Ｏ

ＥＣＤとユーロスタットが運営する定期的なＰＰ

Ｐプログラムに含まれる諸経済は、その推計値を

世界全体の推計値に組み込む目的上、独立した地

域のように扱われた。 
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 ほとんどの経済において、国民経済計算と価格

のデータをＩＣＰに提供するのには別々の機関が

関与した。そのような場合には、「国内調整事務

所」として一つの機関が指定され、当該機関内で

「国内ＩＣＰコーディネーター」が任命された。

国内コーディネーターの主な役割は、当該経済の

ＩＣＰデータ（国民経済計算、価格、賃金）が正

確に推計され、ＩＣＰの基礎をなす概念及び価格

収集に対するその実務的な意味合いに関し、（価

格収集に関与する）統計職員及び現場職員に研修

が施され、データが編集されてＩＣＰのデータベ

ースに入力され、地域コーディネーターからの編

集上の質問が迅速に処理されるよう確保すること

であった。国内コーディネーターはまた、各地域

内で提出されたデータの整合性を点検するため

に、各地域で開催されたデータの妥当性検証ワー

クショップにも出席した。 

 2005 年ＩＣＰの企画段階及び運営段階の両方を

通じ、世界銀行、ユーロスタット、ＯＥＣＤの間

には緊密な連携が築かれた。この目的は、ユーロ

スタット・ＯＥＣＤプログラムをＩＣＰの目的上、

世界第 6 の「地域」として扱い、ユーロスタット

・ＯＥＣＤの結果を直接ＩＣＰに組み込むことで

あった。ユーロスタット・ＯＥＣＤプログラムは

実施してきたその歳月の中から必ずしも他の地域

で復元できない独特の方法を編み出してきたた

め、ユーロスタットとＯＥＣＤの用いる技法は他

の地域で用いられているものといくつかの点で異

なる。しかしながら、調整機関間の緊密な関係は、

用いられた手順の違いにかかわらず、結果を満足

行くように相互に統合できたことを意味する。 
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付属資料 C 

ＩＣＰによるＧＤＰ支出分類 

 
 
 
 
 
 
 
コード a 記述 

100000  国内総生産 

110000  家計の最終消費支出 

110100  食料・非アルコール飲料 

110110  食料 

110111  パン・穀類 

110111.1 米 

110111.2 その他穀類、小麦粉、その他穀物製品 

110111.3 パン 

110111.4 その他のパン製品 

110111.5 麺製品 

110112 肉 

110112.1 牛肉・子牛肉 

110112.2 豚肉 

110112.3 子羊肉・羊肉・山羊肉 

110112.4 鶏肉 

110112.5 その他肉及び肉調整品 

110113  魚 

110113.1 生鮮、冷蔵、冷凍の魚及び海産物 

110113.2 保存その他の加工処理が施された魚及び海産物 

110114 乳、チーズ、卵 

110114.1 生乳 

110114.2 保存加工乳及びその他の乳製品 

110114.3 チーズ 

110114.4 卵及び卵を基礎とした製品 

110115  油脂 

110115.1 バター及びマーガリン 

110115.3 その他食用油脂 

110116  果物 

110116.1 生鮮または冷蔵の果物 

110116.2 冷凍の、または保存その他の加工処理が施され

た果物及び果物を基礎とした製品 

  

コード a 記述 

110117 野菜 

110117.1 イモ類以外の生鮮または冷蔵の野菜 

110117.2 生鮮または冷蔵のイモ類 

110117.3 冷凍の、または保存その他の加工処理が施され

た野菜及び野菜を基礎とした製品 

110118  砂糖、ジャム、ハチミツ、チョコレート、菓子

類 

110118.1 砂糖 

110118.2 ジャム、マーマレード、ハチミツ 

110118.3 菓子類、チョコレート、アイスクリーム 

110119  他に分類されない食品 

110119.1 他に分類されない食品 

110120  非アルコール飲料 

110121  コーヒー、茶、ココア 

110121.1 コーヒー、茶、ココア 

110122  ミネラルウオーター、ソフトドリンク、果物ジ

ュース、野菜ジュース 

110122.1 ミネラルウオーター、ソフトドリンク、果物ジ

ュース、野菜ジュース 

110300  衣料品・履物 

110310  衣料品 

110311  衣料材料、その他衣料用品、衣料付属品 

110311.1 衣料材料、その他衣料用品、衣料付属品 

110312  被服 

110312.1 被服 

110314  衣料品のクリーニング、修繕、賃貸 

110314.1 衣料品のクリーニング、修繕、賃貸 

110320  履物 

110321  靴及びその他の履物 

110321.1 靴及びその他の履物 

110322  履物の修繕及び賃貸 

 



 - 168 -  

コード a 記述 

110322.1 履物の修繕及び賃貸 

110400  住宅・水道・電気・ガス・その他燃料 

110410  現実の及び帰属計算による家賃 

110411  現実の及び帰属計算による家賃 

110411.1 現実の及び帰属計算による家賃 

110430  住居の維持修繕 

110431  住居の維持修繕 

110431.1 住居の維持修繕 

110440  給水及び住居関連の雑多なサービス 

110441  給水 

110441.1 給水 

110442  住居関連の雑多なサービス 

110442.1 住居関連の雑多なサービス 

110450  電気、ガス、その他燃料 

110451  電気 

110451.1 電気 

110452  ガス 

110452.1 ガス 

110453  その他燃料 

110453.1 その他燃料 

110500  調度品・家庭用機器・家屋の定例的な維持 

110510  家具調度、じゅうたん、その他の床被覆材 

110511  家具調度 

110511.1 家具調度 

110512  じゅうたん及びその他床被覆材 

110512.1 じゅうたん及びその他床被覆材 

110513  家具、調度、床被覆材の修繕 

110513.1 家具、調度、床被覆材の修繕 

110520  家庭用織物 

110521  家庭用織物 

110521.1 家庭用織物 

110530  家庭用器具 

110531  大型家庭用器具（電化製品であるか否かを問わ

ない） 

110531  大型家庭用器具（電化製品であるか否かを問わ

ない） 

110532  家庭用小型電化製品 

110532.1 家庭用小型電化製品 

110533  家庭用器具の修繕 

110533.1 家庭用器具の修繕 

110540  ガラス製品、卓上食器類、家庭用品 

 

コード a 記述 

110541 ガラス製品、卓上食器類、家庭用品 

110541.1 ガラス製品、卓上食器類、家庭用品 

110550  家屋及び庭用の道具設備 

110551  大型道具設備 

110551.1 大型道具設備 

110552  小型の道具及び雑多な付属品 

110552.1 小型の道具及び雑多な付属品 

110560  家庭内の定例的な維持のための財及びサービス 

110561  家庭用非耐久財 

110561.1 家庭用非耐久財 

110562  家事サービス及び対家庭サービス 

110562.1 家事サービス 

110562.2 対家庭サービス 

110600  保健 

110610  医療製品、医療器具、医療設備 

110611  薬品 

110611.1 薬品 

110612  その他医療製品 

110612.1 その他医療製品 

110613  治療用器具設備 

110613.1 治療用器具設備 

110620  外来患者サービス 

110621  医療サービス 

110621.1 医療サービス 

110622  歯科サービス 

110622.1 歯科医のサービス 

110623  医療補助サービス 

110623.1 医療補助サービス 

110630  病院サービス 

110631  病院サービス 

110631.1 病院サービス 

110700  交通 

110710  乗り物の購入 

110711  自動車 

110711.1 自動車 

110712  自動二輪車 

110712.1 自動二輪車 

110713 自転車 

110713.1 自転車 

110714  動物の牽引する乗り物 

110714.1 動物の牽引する乗り物 
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コード a 記述 

110720  個人輸送設備の運営 

110722  個人輸送設備用の燃料及び潤滑油 

110722.1 個人輸送設備用の燃料及び潤滑油 

110723  個人輸送設備の維持・修繕 

110723.1 個人輸送設備の維持・修繕 

110724  個人輸送設備に関するその他のサービス 

110724.1 個人輸送設備に関するその他のサービス 

110730  輸送サービス 

110731  鉄道旅客輸送 

110731.1 鉄道旅客輸送 

110732  道路旅客輸送 

110732.1 道路旅客輸送 

110733  航空旅客輸送 

110733.1 航空旅客輸送 

110734  海上・内水路旅客輸送 

110734.1 海上・内水路旅客輸送 

110735  複合旅客輸送 

110735.1 複合旅客輸送 

110736  その他の購入輸送サービス 

110736.1 その他の購入輸送サービス 

110800  通信 

110810  郵便サービス 

110811  郵便サービス 

110811.1 郵便サービス 

110820  電話・ＦＡＸ機器 

110821  電話・ＦＡＸ機器 

110821.1 電話・ＦＡＸ機器 

110830  電話・ＦＡＸサービス 

110831  電話・ＦＡＸサービス 

110831.1 電話・ＦＡＸサービス 

110900  娯楽・文化 

110910  視聴覚機器、写真機器、情報処理機器 

110911  視聴覚機器、写真機器、情報処理機器 

110911.1 視聴覚機器、写真機器、情報処理機器 

110914  録音・録画媒体 

110914.1 録音・録画媒体 

110915  視聴覚機器、写真機器、情報処理機器の修理 

110915.1 視聴覚機器、写真機器、情報処理機器の修理 

110920  その他の娯楽・文化用大型耐久財 

110921  屋外・屋内娯楽用大型耐久財 

110921.1 屋外・屋内娯楽用大型耐久財 

 

コード a 記述 

110923  その他の娯楽・文化用大型耐久財の維持・修理 

110923.1 その他の娯楽・文化用大型耐久財の維持・修理 

110930  その他の娯楽用品・設備、庭、ペット 

110931  その他の娯楽用品・設備 

110931.1 その他の娯楽用品・設備 

110933  庭及びペット 

110933.1 庭及びペット 

110935  獣医その他ペット用サービス 

110935.1 獣医その他ペット用サービス 

110940  娯楽・文化サービス 

110941  娯楽・スポーツ用サービス 

110941.1 娯楽・スポーツ用サービス 

110942  文化サービス 

110942.1 文化サービス 

110943  射幸的ゲーム 

110943.1 射幸的ゲーム 

110950  新聞、書籍、文房具 

110951  新聞、書籍、文房具 

110951.1 新聞、書籍、文房具 

110960  パック休暇旅行 

110961  パック休暇旅行 

110961.1 パック休暇旅行 

111000  教育 

111010  教育 

111011  教育 

111011.1 教育 

111100  レストラン・ホテル 

111110  外食サービス 

111111  外食サービス 

111111.1 外食サービス 

111120  宿泊サービス 

111121  宿泊サービス 

111121.1 宿泊サービス 

111200  雑多な財及びサービス 

111210  個人ケア 

111211  美容院及びひげなどの身だしなみを整える施設 

111211.1 美容院及びひげなどの身だしなみを整える施設 

111212  個人ケア用の機器、用具、製品 

111212.1 個人ケア用の機器、用具、製品 

111220  売春 

111221  売春 
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コード a 記述 

111221.1 売春 

111230 他に分類されない身の回り品 

111231  宝石及び時計類 

111231.1 宝石及び時計類 

111232  その他身の回り品 

111232.1 その他身の回り品 

111240 社会的保護 

111241  社会的保護 

111241.1 社会的保護 

111250  保険 

111251  保険 

111251.1 保険 

111260  他に分類されない金融サービス 

111261  間接的に測定される金融仲介サービス（ＦＩＳ

ＩＭ） 

111261.1 間接的に測定される金融仲介サービス（ＦＩＳ

ＩＭ） 

111262  他に分類されないその他の金融サービス 

111262.1 他に分類されないその他の金融サービス 

111270  他に分類されないその他のサービス 

111271  他に分類されないその他のサービス 

111271.1 他に分類されないその他のサービス 

111300  海外居住者支出と当該経済領域内における非居

住者支出の収支 

111310  海外居住者支出と当該経済領域内における非居

住者支出の収支 

111311  海外居住者支出と当該経済領域内における非居

住者支出の収支 

111311.1 居住家計が世界の他の領域で行った最終消費支

出 

111311.2 非居住家計が当該経済領域において行った最終

消費支出 

120000  対家計非営利団体の個別消費支出 

120100  対家計非営利団体の個別消費支出 

120110  対家計非営利団体の個別消費支出 

120111  対家計非営利団体の個別消費支出 

120111.1 対家計非営利団体の個別消費支出 

130000  政府の個別消費支出 

130100  住宅 

130110  住宅 

130111  住宅 

 

コード a 記述 

130111.1 住宅 

130200  保健 

130210  保健給付及び払い戻し 

130211  医療製品、医療器具、医療設備 

130211.1 薬品 

130211.2 その他医療製品 

130211.3 治療器具及び設備 

130212  保健サービス 

130212.1 外来患者対象医療サービス 

130212.2 外来患者対象歯科サービス 

130212.3 外来患者対象医療補助サービス 

130212.4 病院サービス 

130220 保健サービスの生産 

130221  雇用者報酬 

130221.1 雇用者（医師、看護師、その他の医療職員及び

非医療職員）報酬 

130222  中間消費 

130222.1 中間消費 

130223  総営業余剰 

130223.1 総営業余剰 

130224  生産正味課税額 

130224.1 生産正味課税額 

130225  販売収入 

130225.1 販売収入 

130300  娯楽・文化 

130310  娯楽・文化 

130311  娯楽・文化 

130311.1 娯楽・文化 

130400  教育 

130410  教育給付及び払い戻し 

130411  教育給付及び払い戻し 

130411.1 教育給付及び払い戻し 

130420  教育サービスの生産 

130421  雇用者報酬 

130421.1 雇用者（初等教育、中等教育、中等後教育）報

酬 

130422  中間消費 

130422.1 中間消費 

130423 総営業余剰 

130423.1 総営業余剰 

130424  生産正味課税額 

 



 - 171 -  

コード a 記述 

130424.1 生産正味課税額 

130425  販売収入 

130425.1 販売収入 

130500  社会的保護 

130510  社会的保護 

130511  社会的保護 

130511.1 社会的保護 

140000  政府の集合消費支出 

140100  集合サービス 

140100  集合サービス 

140111  雇用者報酬 

140111.1 雇用者（国防及び国防外の集合サービス）報酬 

140112  中間消費 

140112.1 中間消費 

140113  総営業余剰 

140113.1 総営業余剰 

140114  生産正味課税額 

140114.1 生産正味課税額 

140115  販売収入 

140115.1 販売収入 

150000  総固定資本形成支出 

150100  機械設備 

150110  金属製品・設備 

150111  機械設備を除く組立金属製品 [CPA28.11～

28.75] 

150111.1 機械設備を除く組立金属製品 

150112  一般用途機械[CPA29.11～29.24] 

150112.1 一般用途機械 

150113  特殊用途機械[CPA29.31～29.72] 

150113.1 特殊用途機械 

150114  電気・光学機器[CPA30.01～33.50] 

150114.1 電気・光学機器 

150115  他に分類されないその他の製造品[CPA36.11～

36.63] 

150115.1 他に分類されないその他の製造品 

150120  輸送用機器 

 

出典：2005 年ＩＣＰ 

注：n.e.c=他に分類されない 

a.基礎的項目は 7 桁の数字で示されている。 

 

コード a 記述 

150121  道路輸送用機器[CPA34.10～34.30 及び 35.41～

35.50]150200 建設 

150210  居住用建物 

150121.1 自動車、トレーラー、セミトレーラー 

150121.2 その他の道路輸送 

150122  その他の輸送用機器[CPA35.11～35.30] 

150122.1 その他の輸送用機器 150211 居住用建物 

150211.1 居住用建物 

150220 非居住用建物 

150221 非居住用建物 

150221.1 非居住用建物 

150230  土木工作物 

150231  土木工作物 

150231.1 土木工作物 

150300  その他生産物 

150310  その他生産物 

150311  その他生産物 

150311.1 その他生産物 

160000  在庫品変動及び処分分を差し引いた取得貴重品 

160100  在庫品変動 

160110  在庫品変動 

160111  在庫品変動 

160111.1 期首在庫品価額 

160111.2 期末在庫品価額 

160200  処分分を差し引いた取得貴重品 

160210  処分分を差し引いた取得貴重品 

160211  処分分を差し引いた取得貴重品 

160211.1 貴重品の取得 

160211.2 貴重品の処分 

170000  輸出入収支 

170100  輸出入収支 

170110  輸出入収支 

170111  輸出入収支 

170111.1 財及びサービスの輸出額 

170111.2 財及びサービスの輸入額 
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付属資料 D 

政府部門における生産性調整 

 
 
 
 ＩＣＰで政府サービスの価格調査に用いられた

政府雇用者報酬は、開発水準の異なる経済間で大

きな変動を示す。この変動の一部は生産性の違い

の結果である。例えば、アジア太平洋においては

香港（中国）の政府保健部門の平均報酬（為替レ

ートに基づく）はラオスの約 120 倍であった。生

産性調整を行わなかったとすれば、ベトナム、カ

ンボジア、ラオスといった経済では政府サービス

の一人当たり実質消費レベルが香港（中国）と同

等またはそれよりもずっと高いものと見られるこ

とになり、これはこれらの経済の実質ＧＤＰレベ

ルにも影響を与えるであろう。 

 政府報酬の生産性調整を行うには、政府の生産

は方程式(D1)のように、規模に対する収益が不変

なコブ＝ダグラス関数式に従うものと仮定する。 

 

ここで、産出量（YG）は労働と資本の割合をそれ

ぞれαと（1－α）とする労働量（LG）と資本スト

ック（KG）の関数とし、 

規模変数(c)は測定単位に左右されるものとする。 

 労働者当たりの産出量として測定される生産性

は、方程式(D2)のように労働者当たりの得られる

資本量に左右される。 

 

 政府に特定の資本労働比率（KG/LG）は直接測定

できないため、各経済の政府の資本集約度は経済

全体の資本労働比率 K/L に比例すると仮定した。

この仮定を考慮に入れて方程式(D2)を書き直すと

方程式(D3)が得られる。 

 

 資本ストックは、方程式(D4)のように、幾何級

数的な減少を伴う恒久的棚卸法を用いて推計され

た。 

 

ここで、It は t 年目における投資量、 

.05 は仮定減価償却率とする。 

 資本ストックを推計するのに十分なデータは、

ほんの限られた数の国家についてしか得られなか

った。これらの国では、資本産出量比率（K/Y）が

2.5～3.5 の範囲にあり、高所得経済で値が高くなる

ことが見出された。したがって、低所得経済につ

いては 2.5、中所得経済については 3.0、高所得経

済については 3.5 の値がそれぞれ用いられた。同様

に、実証的研究から値αは低所得経済について

0.5、高所得経済について 0.7 の範囲にあることが

見出された。 

 資本ストック推計値と労働力データから労働生

産性は方程式(D5)のようにこの恒等式から反復的

に推計できる 6。 

 

 政府の生産性は経済全体の産出量の実質水準

(Y)に左右され、これは次に政府サービスに適用さ

れる生産性調整に左右されるため、方程式(D5)は
反復的に解かれるものとした 7

                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                             
6経済全体についてのコブ＝ダグラス生産関数は、労働と資

本の質と量の両方に左右される。資本の質はその価格に反

映されると仮定することができ、したがって、我々の推計

値には含まれているものの、労働の質における違いは専門

職従事者の構成、教育、技能などの国家間における違いを

反映するため、それを測定することはより難しい。我々の

目的上、政府部門の同等の資格についての給与を収集し、

したがって LG は政府部門で雇用されている労働力の国を

越えた標準的な質を指すものと仮定する。 

。 

7最初の反復は調整なしに計算される。次に、Y/L の結果を

方程式(D5)に戻して挿入する。0.01％を目標許容誤差とし

て、数回の反復を繰り返すと解に収束する。 
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 生産性調整の効果は各地域内でも地域間でも異

なる。例えば、モンゴルの調整係数は 0.24 である

ことが見出されたが、これは香港（中国）と比べ

るとモンゴルの政府サービスの一人当たり消費は

何らかの調整がなかった場合の約 4 分の 1 に調整

されたことを意味する。ベトナムとラオスの場合

は、減少幅はさらに大きかった。 
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付属資料 E 

中国の家計消費品目の平均価格の推計 

 
 
 

 中国では中国国家統計局（ＮＢＳ）が実施した

家計消費品目のＩＣＰ価格調査は、北京、上海、

寧波、青島、広州、廈門、大連、ハルビン、武漢、

重慶、西安の 11 の自治体を対象とした。データは

都市自体と周辺地域の両方の販路から収集され

た。しかしながら、購買力平価（ＰＰＰ）データ

の算出には、全国レベルの平均価格とＧＤＰウェ

イトの二つが要請される。アジア開発銀行（ＡＤ

Ｂ）は 2006 年 6 月 19～20 日に、11 の自治体から

得られたデータを外挿して全国レベルのデータを

求める手順を開発するために専門家グループ 8

・ＮＢＳは生産物レベルで 11 の都市自体と周辺地

域のそれぞれの平均価格を個別に算定し、ＡＤ

Ｂに提出した。ただし、年平均全国価格はＮＢ

Ｓの公式推計値ではなく、ＡＤＢと世界銀行が

算出した。 

を

招集した。専門家グループは以下の段階を踏むこ

とに合意した。 

・九つの消費項目 9

・中国 31 省の都市及び農村の一人当たり家計支出

構造の主要素分析を用いて、省都部、沿岸部、

北東部、中国内陸部の四つの分析クラスターに

分類した。11 の自治体のそれぞれを四つの分析

クラスターのいずれか一つに分類した。 

毎の一人当たり家計支出は中国

の都市及び農村の家計収支調査から導き出さ

れ、中国の 31 全省についての都市及び農村部の

人口データは「China  Statistical Yearbook（中国

統計年鑑）（2007 年）」から得られた。 

・31 省の都市及び農村部のそれぞれから得られた

八つの支出項目のウェイトを四つの分析クラス

ター内の 11 の自治体から収集された対応する平

均価格データに割り振った。 

                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                             
8専門家グループは、アジア開発銀行、オーストラリア統計

局、中国国家統計局、世界銀行の者らで構成された。 
9九つの項目とは、食料、衣料品、家庭用器具及びサービス、

保健医療及び医療サービス、交通・通信、教育、文化・娯

楽サービス、住居、その他財及びサービスである。 

・このウェイトを用いて、各家計消費品目につい

て平均価格を推計した。この平均価格を用いて、

家計消費における基礎的項目のＰＰＰが算定さ

れた。 

・政府消費支出については、ＮＢＳが 11 都市の政

府雇用者報酬データも提供した。しかしながら、

「中国統計年鑑」に政府報酬について全国レベ

ルの数字があったため、個別消費と集合消費の

双方についてＰＰＰの推計にはこの数字を用い

た。 

・総固定資本形成については、建設財の価格が収

集されたのは 3 都市だけであり、機械設備の価

格は銘柄規定に一致する種類の設備が見出され

た 11 都市で収集された。これは他の経済や地域

で用いられた方法論に一致している。したがっ

て、外挿は求められなかった。 

・ＧＤＰの支出をＩＣＰで求められている 155 の

基礎的項目に割り振る出発点として中国全体

（11 の自治体ではなく）の国民経済計算データ

が用いられた。全国家計収支調査や政府支出デ

ータのような詳細なデータソースを用いて、こ

の全国データの分解が行われた。この作業は、

地域事務所によって設けられた専門家グループ

の勧告を受け、ＮＢＳにおいて国際的な専門家

チームを編成して実行された。 

 （中国の平均価格の算定に関する詳しい情報に

ついては、アジア太平洋のＩＣＰプログラムに関

するア ジア 開発 銀行 の最終 報告 付属 資料

1[http://adb.org/Documents/Reports/ICP-Purchasing-P
ower-Expenditures/appendixes.pdf]を参照。） 
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付属資料 F 

ＰＰＰを計算し、それを世界レベルに調整するために用いられたＩＣＰとユ

ーロスタット・ＯＥＣＤ地域の方法論の比較 

 
 
 
概要 

 ＩＣＰは1968年から進められてきた複雑な統計

事業計画である。この間、前の回で遭遇した問題

点を解決し、さらにまた、比較範囲の拡大に対処

するために、多様な方法論が開発された。2005 年

ＩＣＰにおいては、ＩＣＰに参加する経済を五つ

の地域に分割した。これにユーロスタット・ＯＥ

ＣＤのＰＰＰプログラムを含むと、世界全体の比

較には 146 の経済が参加した。各地域とユーロス

タット・ＯＥＣＤは統計能力のみならず、経済の

規模と構造においても異なる。開発段階において、

各地域内の経済比較ができるだけ整合して行われ

るよう確保することが決定された。結果として、

地域間で用いられた方法論が異なることになり、

これは地域別の結果を世界規模に調整する際に作

用する一つの要素となった。この付属資料の目的

は、各地域で何が行われ、地域の結果を世界レベ

ルでどのように結びつけ、そしてその結果として

最終的なＰＰＰにどのような影響があるかの概要

を提示することである。 

 表 F1 に、ＧＤＰ主要集計値の基礎的項目ＰＰＰ

を推計するために用いられた方法論の要約を地域

別に示す。表には、地域のＰＰＰ集計値を世界比

較用に接続した方法も示される。各集計値の論点

の簡単な論評も提示する。最初に、ユーロスタッ

ト・ＯＥＣＤを世界比較に加えた方法、そして次

に、ＣＩＳ地域を接続した方法に関する詳しい情

報を提示する。 

 5 地域（アフリカ、アジア太平洋、南米、西アジ

ア、ユーロスタット・ＯＥＣＤ）の結果は、各集

計レベルの接続係数として用いられた地域間の基

礎的項目ＰＰＰを算定するリング比較から得られ

た価格を用いて、世界レベルに調整された。米国

がユーロスタット・ＯＥＣＤの標準国であったが、

この地域はまた、接続係数を計算する際の標準地

域ともなった。 

 

ユーロスタット・ＯＥＣＤ及びＣＩＳの国際比較への組み

込み 

 ユーロスタット・ＯＥＣＤはＩＣＰとは別個の

比較を運営している。しかしながら、その結果を

世界の他の地域と結びつけることができるよう

に、ユーロスタット・ＯＥＣＤはリング比較に参

加した。ＣＩＳはリング比較に参加しなかった。

したがって、その地域的な結果をその方法論を用

いて世界レベルに調整することはできなかった。

ロシアは伝統的に 3 年毎に行われるＯＥＣＤの比

較に参加していた。ロシアはＯＥＣＤのリストの

価格調査を行い、ユーロスタット・ＯＥＣＤの結

果に含まれており、その点から世界報告への不変

性が維持されていた。ロシアはまた、ＣＩＳの比

較にも参加していた。したがって、ＣＩＳはロシ

アをリンクに用いてＯＥＣＤと接続された。 

 ユーロスタット・ＯＥＣＤとＣＩＳ地域の接続

は以下の段階を踏んで行われた。2005 年にユーロ

スタットは、ＥＵ加盟 25 カ国と欧州自由貿易連合

（ＥＦＴＡ）経済（アイスランド、ノルウェー、

スイス）、アルバニア、ボスニア・ヘルツェゴビ

ナ、ブルガリア、クロアチア、マケドニア、モン

テネグロ、ルーマニア、セルビア、トルコといっ

た37経済について基礎的項目ＰＰＰと支出ウェイ

トを計算した。ＯＥＣＤはこの基礎的項目ＰＰＰ

と支出ウェイトを、その欧州以外の 7 加盟国経済

とロシア、イスラエルという他の九つの経済と結

びつけた。その後、ユーロスタットの 37 経済、欧

州外ＯＥＣＤ7 カ国経済、そしてロシア及びイスラ

エルという三つの経済圏についてあらゆる集計レ

ベルの最終結果が確実に不変性を尊重するよう

2005 年ユーロスタット・ＯＥＣＤ比較の段階的な

計算が行われた。これは基本的に、ユーロスタッ
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表 F1 

地域ＰＰＰの算定に用いられた方法と世界全体との接続係数計算プロセスの比較 

集計値 アフリカ アジア 

太平洋 

西アジア 南米 ユーロスタット

・ＯＥＣＤ 
（含ロシア） 

地域の連結 

（ＣＩＳを除く） 

ＣＩＳ 
(ロシア経由 

で接続) 

家計消費 ＣＰＤ 

 

代表性の指示

なし 

ＣＰＤ 

 

代表性の指

示なし 

ＣＰＤ 

 

代表性の指

示なし 

ＣＰＲＤ 

 

代表性の指

示あり 

ＥＫＳ＊ 

 

代表性の指示あ

り 

ＣＰＤ18リング

国 

代表性の指示な

し 

ＥＫＳ＊ 

 

代表性の指

示あり 

住宅 賃料を除く、

一人当たり消

費数量で帰属

計算 

賃料を除く、

一人当たり

消費数量で

帰属計算 

数量指標＋

賃貸価格 

数量指標 賃貸価格＋数量

指標 

106経済の数量

指標 

数量指標 

報酬 世界リスト 

 

 

ＣＰＤ生産性

調整 

世界リスト 

 

 

ＣＰＤ生産

性調整 

世界リスト 

 

 

ＣＰＤ生産

性調整 

世界リスト 

 

 

ＣＰＤ 

地域リスト 

 

 

ＥＫＳリング国

は世界リストで

価格調査 

75ＩＣＰ経済＋

ユーロスタット

5経済の賃金 

生産性調整なし 

地域リスト 

 

 

 

 

ＥＫＳ 

設備 世界リスト 

ＣＰＤ、17経

済についてＰ

ＰＰを帰属計

算 

世界リスト 

ＣＰＤ 

世界リスト 

ＣＰＤ 

世界リスト 

ＣＰＤ 

地域リスト 

ＥＫＳ 

リング国は世界

リストで価格調

査 

世界リスト 

ＣＰＤ 

リング国用 

地域リスト 

ＥＫＳ 

建設 建設構成要素

バスケット 

ＣＰＤ、15経

済については

地域のＷ２ウ

ェイトを帰属

計算で求めた

ＰＰＰ 

建設構成要

素バスケッ

ト 

ＣＰＤ、地域

Ｗ２ウェイ

トあり 

建設構成要

素バスケッ

ト 

ＣＰＤ、地域

Ｗ２あり 

建設構成要

素バスケッ

ト 

ＣＰＤ、地域

Ｗ２あり 

数量調書 

リング国は建設

構成要素バスケ

ットで価格調査 

建設構成要素バ

スケット 

ＣＰＤ 

リング国はＷ２

ウェイトなし（

注a） 

ＣＩＳ建設

構成要素バ

スケット 

対家計非

営利団体 

他の基礎的項

目に支出を配

分 

他の基礎的

項目に支出

を配分 

他の基礎的

項目に支出

を配分 

他の基礎的

項目に支出

を配分 

対家計非営利団

体については参

考ＰＰＰ 

他の基礎的項目

に支出を配分 

対家計非営

利団体につ

いては参考

ＰＰＰ 

ＧＤＰへ

の集計 

イクレ ＥＫＳ ＥＫＳ ＥＫＳ ＥＫＳ ＥＫＳ ＥＫＳ 

出典：ＩＣＰグローバル・オフィス 

（注 a） 建設構成要素バスケット法では、構成要素を建設プロジェクトが遂行される各種の段階を代表する体系に組み

合わせるのにＷ２ウェイトが用いられている。 
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ト・ＯＥＣＤ比較が前回の 2002 年に従った手順で

ある。 

 ＣＩＳ経済はロシアを通じてユーロスタット・

ＯＥＣＤ比較と接続された（つまり、ロシアはＣ

ＩＳとユーロスタット・ＯＥＣＤ比較の両方に参

加していたため、この国を伝統的なブリッジ国と

して用いて）。これは実質的に、ユーロスタット

・ＯＥＣＤ経済を世界の他の地域と接続するため

に選ばれた四つのリング国を通じてＣＩＳ経済を

他の地域と接続する。 

 

 

家計消費 

 各地域はそれぞれの地域比較で価格調査を行う

べき、家計で消費される生産物のリストを個別に

準備した。各地域を代表する 2 国以上の国で構成

される18カ国のグループによる価格調査を行うた

めに、この地域リストを複合したものから選んだ

生産物のリストを作成した。このリング・リスト

の価格を用いて地域間ＰＰＰを算出し、これが地

域の接続に用いられた。 

 ユーロスタット・ＯＥＣＤとＣＩＳ地域を除く

すべての地域で、基礎的項目ＰＰＰの価格比率を

集計するＣＰＤ法が用いられた。リング比較用に

基礎的項目レベルの地域間ＰＰＰを算出するのに

もＣＰＤ法が用いられた。 

 ＣＰＤ法が選ばれた理由は、価格マトリックス

に欠損データがある際にもこれはより堅固であ

り、標準誤差の推計値を提供するためである。デ

ィカノフ表の診断ツールとして、ＣＰＤ回帰の残

差が用いられた。 

 ユーロスタット・ＯＥＣＤとＣＩＳ地域は、基

礎的項目ＰＰＰの計算にＥＫＳ＊法を用いた。ＣＰ

Ｄ法を用いた国とＥＫＳ＊法を用いた国の第一次

的な違いは、ユーロスタット・ＯＥＣＤとＣＩＳ

地域の国はそれぞれ、生産物がその経済を代表す

るか否かを示すため、それぞれにコードを付与し

た点である。代表的な生産物は、ある国の支出パ

ターンにおいて、たとえ同等であったとしても代

表的でない他の生産物よりも価格が低いと仮定さ

れている。代表性指標は、実際上、各国で価格調

査が行われた代表的な生産物の数を反映した陰伏

的ウェイトを課す一種の層化として用いられた。 

 アジア太平洋、アフリカ、西アジア、南米にお

ける、国際比較参加の歴史が浅いか過去に一度も

参加したことのなかった諸経済は代表性概念の適

用に困難を示した。したがって、これらの地域内

比較にはこれは用いられなかった。ユーロスタッ

ト・ＯＥＣＤも含み、住宅、政府、設備、建設に

代表性概念を適用した地域はない。これはリング

比較にも用いられなかった。 

 

住宅 

 アジア太平洋とアフリカは、家賃収入調査また

は品質調整数量の直接比較を用いて賃貸住宅と持

ち家の比較を行うことに困難を見出した。（これ

は「ＩＣＰ運営マニュアル」で推奨され、ユーロ

スタット・ＯＥＣＤとＣＩＳで用いられた方法で

ある。）ユーロスタットの比較の大部分が家賃収

入調査を基礎としている。数量調査はＣＩＳで実

施され、両方を行ったＥＵ経済グループを通じて

接続された。南米は数量手法を用い、西アジアは

家賃収入調査データと数量手法の組み合わせを用

いた。 

 数量手法は域内経済間で整合した結果を生成し

なかったため、アジア太平洋とアフリカは一人当

たり賃貸業取引高の近似値として一人当たり消費

量（家賃を除く）を用いた。これは一人当たり民

間家計消費量を乱さず、また、賃貸業取引高は全

体支出に沿って上昇すると仮定するため、賃貸業

を中立化する。参考取引高手法は、多くの経済群

の住宅サービスの行動観察に根ざしている。表 F2
は民間消費と住宅の双方について、一人当たり実

質支出を地域別で示すが、これは 106 経済の品質

補正を伴う均一数量手法を用いて得られた。 

 他の地域は家賃収入調査または数量比較のいず

れか（またはその組み合わせ）を用いて賃貸業を

比較した。したがって、一つの問題点は地域を横

断して住宅を接続する方法であった。採用された

方法は、106 経済から得られたデータをもとに、地

域を横断した品質調整数量を用いることであった

（Heston、「Multilateral Housing Comparisons（多

国間住宅比較）」参照）。この接続法は地域のＰ

ＰＰが導き出された方法とは無関係であった。例

えば、他の消費関係基礎的項目はリング価格を地

域内ＰＰＰでデフレートし、次に地域間ＰＰＰを
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算出することによって接続された。地域間住宅Ｐ

ＰＰは 106 経済の数量品質データを用いて直接算

定された。数量手法によって決定された地域の合

計実質支出は不変性を守るため、地域内の諸国に

分配された。これは過去の比較で用いられたのと

は幾分異なる方法であり、将来的には改善される

ことが期待される。しかしながら、これは実際、

アジア太平洋及びアフリカの諸経済を他の地域の

諸経済と比較する際に、これが賃貸業の比較可能

性に影響を与えていることを利用者が理解する必

要があることを意味する。賃貸業の実質支出は一

人当たり賃貸業取引高と家計消費の双方がそれぞ

れの地域平均より低い経済においては過小に見積

もられ、どちらも平均より高いところでは過大に

見積もられる可能性がある。 

 

消費：一般政府 

 典型的なこととして、公務員並びに保健及び教

育職員のサービスは価格調査が行われず、むしろ、

投入コスト手法が用いられた。中間消費と固定資

本消費については参考ＰＰＰが用いられた。報酬

ＰＰＰは特定の職業の細かい給与比較から導かれ

た。この手順は特定の職業について経済間で生産

性が等しいものと仮定しているが、労働者当たり

の資本量が非常に異なる以上、これはあり得ない

ことが認識されている。その上、非常に賃金が低

い経済では、行政、保健、教育の諸業務に従事す

る人々を含み、労働力を節減するように作業を編

成しようとのインセンティブが低い。2005 年のベ

ンチマークでは、過去の回よりも経済の幅がずっ

と大きく、平等生産性仮定のいくつかの結果がず

っと大きく立ちはだかっていた。例えば、アジア

太平洋ではベトナムと香港（中国）の間で同一職

業の給与に 100 倍の違いがある。同じような違い

が西アジアの比較におけるイエメンとクウェー

ト、そしてアフリカのより裕福な国とより貧しい

国の間にも存在した。何らかの生産性調整なしに

は、イエメンまたはベトナムで得られる一人当た

りの数量がより裕福なその近隣諸国のものと比べ

て大きく歪められることとなろう。対照的に、南

米における給与格差は 3 倍を超えなかった。 

 アジア太平洋、西アジア、アフリカは各経済の

資本労働比率の推計値に基づき、各経済の平均給

与の生産性調整を行った。ユーロスタット・ＯＥ

ＣＤ、ＣＩＳ、南米では同じような調整が行われ

なかったため、これは地域間の比較可能性と世界

的なＰＰＰ推計のための接続係数の算定における

問題を提示する。重要な検討要素は、アジア太平

洋、アフリカ、西アジア、南米では平均賃金の取

得について、同じ職業リストが用いられたという

点である。ユーロスタット・ＯＥＣＤのリング経

済もまた、これらの職業の賃金を提供した。した

がって、地域間ＰＰＰの推定（接続係数）をリン

グ国からのデータのみに限定する必要はなかっ

た。 

 ユーロスタット・ＯＥＣＤを含むすべての地域

を代表する75経済の報酬データに基づくＣＰＤ回

帰を用いて地域接続係数が算出された（Heston、
「Proposal for Linking Compensation（報酬の接続に

対する提案）」参照）。計算に際し、技能水準に

よる職業分類が行われた。ＣＰＤは南米及び西ア

ジアのすべての経済と他の地域の経済の部分集合

を含んだ。各地域における含まれた経済と含まれ

なかった経済の違いを補うため、さらなる調整が

行われた。これは生産性調整のない地域接続係数

を提供した。住宅同様、接続係数は地域ＰＰＰと

は無関係に算出された。 

 

表 F2 

一人当たり実質支出 

 一人当たり実質支出（世界=100％） 

ＩＣＰ地域 住宅・水道・電気
・ガス・その他燃

料（％） 

個別家計消費

（％） 

アジア太平洋 28.2 32.3 

南米 83.3 90.8 

ユーロスタット

・ＯＥＣＤ 
325.5 317.5 

アフリカ 26.8 24.8 

西アジア 44.7 60.4 

出典：ＩＣＰグローバル・オフィス 

 

 

 



 - 179 -  

接続係数用の地域間ＰＰＰも生産性調整すべきか 

 振り返ってみると（あるいは次回においては）、

最適の解決策は問題が発生しないように地域内Ｐ

ＰＰをすべての地域にわたって同じように推計す

ることであろう。地域毎に用いられた方法が異な

るため、地域間データにさらなる生産性調整を行

わないことがより良い道であるように思われた。

まず、生産性調整を行った地域の経済間の比較を

考えてみよう。基礎となる資本労働比率はおおよ

その近似値であるため、生産性調整を行っても異

なる地域の経済間の比較をそれほど大きく改善ま

たは変更することはないであろう。 

 生産性調整を行わなかった地域に関しては、少

なくともＯＥＣＤにとっての明らかな影響は、単

に労働者当たりの平均資本がＯＥＣＤ経済の方が

高いといった理由から他の地域の政府消費の相対

的な数量を引き下げる方向を取ったことであろ

う。しかしながら、ＯＥＣＤでは生産性調整が行

われないであろうため、これは例えばアジア太平

洋とＯＥＣＤの同じような経済水準にある経済間

の比較を改善することはないであろう。 

 したがって、接続係数の生産性調整は行われな

かった。 

 生産性調整があった場合となかった場合の地域

内結果の比較は、経済によってその効果が様々で

あることを示した。生産性調整の全体的な効果は、

それを用いた経済の規模をユーロスタット・ＯＥ

ＣＤに比して減少させることであった。 

 しかしながら、同じく重要なことは、2005 年の

結果を過去のベンチマークと比較する上で生産性

調整の利用が意味する点である。他のすべての条

件が同じであった場合、これらの部門について採

用された方法はいくつかの地域において、過去の

ベンチマークに比べて貧しい国と裕福な国の間の

一人当たり実質ＧＤＰの開きを2005年には大きく

する効果を持つ。生産性調整が地域間比較（及び

過去のベンチマーク）に与える影響を十分に理解

する最善の方法は、すべての地域について同じ方

法を用いて生産性を伴う結果と伴わない結果を生

成することである。信頼のおけるデータが入手で

きる限りにおいて、追加的な研究が実施される。 

 

設備及び建設 

 アジア太平洋、アフリカ、西アジア、南米では

世界的な設備品目集合と建設構成要素バスケット

の価格調査を行った。別個のリング・リストは存

在しなかった。ユーロスタット・ＯＥＣＤ地域の

四つのリング国はその地域リストと世界的な銘柄

規定の双方について価格調査を行った。複数のア

フリカ経済とアジア太平洋の 1 経済は、設備及び

建設のすべての基礎的項目について価格調査がで

きなかった。すべての経済の実質ＧＤＰ量を提供

するため、データを欠く基礎的項目についてＰＰ

Ｐの帰属計算を行った。すべての経済がすべての

基礎的項目について自国の国民経済計算から名目

支出を提供し、これをウェイトに用いて基礎的項

目を結びつけ、より高位の集計値を求めた。 

 

アフリカの建設、設備、政府給与の帰属計算 

 建設。35 カ国が建設、政府給与、設備について

完全なデータを提出した。建設データを出した 4
カ国が設備または報酬のいずれかについてのデー

タを欠いた。データの質が低いもう 4 カ国を除く

と、完全なデータを有する国は 27 カ国残った。こ

れらの諸国のＰＬＩデータを用いて、方程式(F1)
のように常最小二乗法による以下の回帰モデルを

推計した。 

 

ここで、Y は建設、 

X1 と X2 は設備と報酬とする。 

 投入変数の価格がゼロになると建設価格もゼロ

になるべきとの前提のもと、定数項は含まれなか

った。推計された回帰係数（a1 及び a2）を用いて、

設備及び建設の現実データが得られるときにはそ

れを用いて、あるいは必要な場合には帰属値を用

いて、建設ＰＬＩの欠損値を帰属計算で求めた。 

 設備。アフリカ地域から参加した 48 カ国中、32
が設備価格を提出した。残りの16カ国については、

ほとんどの建設機材は国際購入を通じて取得され

るとの理由から基準国（南アフリカ）に対する為

替レートを参考ＰＰＰとして用いた。各国は整合

したデータを生成することができなかったため、

税、関税、その他手数料を説明するさらなる調整

は行われなかった。加えて、一部諸国は税の割り

戻しを提供しており、これは相対価格を為替レー
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トに近づけている。 

 給与。41 カ国が政府報酬のデータを提供した。

欠損している 7 カ国については、名目個別消費比

率から政府報酬ＰＬＩを帰属計算で求めた。（名

目個別消費比率とは、ある国の一人当たり個別消

費[米ドル表示]を基準国のそれで除した値であ

る。）報酬水準は個別消費水準の多くの部分を決

定し、したがって、名目報酬水準は消費水準を反

映すべきとの前提のもと、この手順が採用された。

建設と報酬のどちらのデータも欠けていた 5 カ国

について、建設ＰＬＩの帰属計算に帰属ＰＬＩが

用いられた。欠損している 7 カ国の政府報酬ＰＰ

Ｐについては、個別消費比率と基準国に対する為

替レートの積として導き出された。 

 国民経済計算から得られた名目支出を除き、帰

属計算によって結果を求めた経済について、設備

及び建設集計値のデータは示されない。個別要素

が帰属計算で求められた場合、総固定資本形成（Ｇ

ＦＣＦ）集計値には脚注が付してある。 

 

対家計非営利団体 

 2005 年ＩＣＰ分類において対家計非営利団体

（ＮＰＩＳＨ）の個別消費支出は一つの基礎的項

目にまとめられた。しかしながら、参加した経済

はこの基礎的項目について整合した支出を提供す

ることができなかった。そこで、いくつかの地域

では対家計非営利団体の支出を他の消費カテゴリ

ーの支出から分離することができず、この基礎的

項目の定義の整合性を確保することを困難にし

た。 

 

ＧＤＰへの集計 

 5 地域及びリングにおけるＧＤＰ高位レベル集

計値のＰＰＰの推定はＥＫＳ法に基づく。アフリ

カだけがイクレ法を用いたが、これは加法的な結

果を提供する。イクレ法の結果はある程度のゲル

シェンクロン効果を含む可能性があるものの、ア

フリカのイクレ結果は一般にＥＫＳによるものに

極めて近かった。この地域がこの加法性の制約を

望んだのは、それがＧＤＰ数量の集計値及び部分

集計値の構築方法について利用者に説明しやすか

ったためである。 
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付属資料 G 

過去のベンチマーク調査からの外挿によって推計されたＰＰＰと 2005 年

の新ＰＰＰの比較 

 
 
 

 この付属資料の目的は、世界銀行が「世界開発

指標（ＷＤＩ）」で発表した過去のベンチマーク

調査の外挿に基づく2005年に関する過去の推計と

新しいＰＰＰが異なる理由を説明することであ

る。 

 ユーロスタットの定期比較に参加しているＯＥ

ＣＤとＣＩＳの諸経済の2005年についての過去の

ＰＰＰ推計値は、2002 年（ＯＥＣＤ）と 1999 年（Ｃ

ＩＳ）の最新のベンチマーク作業を基礎としてい

た。そのＰＰＰはＧＤＰデフレーターを用いて

2005 年に外挿して求めた。残りの経済のＰＰＰは

二つのデータソースからもたらされた。1993 年に

アフリカ、アジア太平洋、中南米、西アジアの約

70 の経済がＩＣＰ価格収集に参加した。このＰＰ

Ｐは同じくＧＤＰデフレーターを用いて2005年の

ベンチマークに外挿して求められた。中国を除く

残りの経済のＰＰＰは回帰による帰属計算で求め

られた（本書の非ベンチマーク経済の帰属計算に

関する節に説明した通り）。中国のＰＰＰは米国

との二国間比較を提供する1986年のデータを用い

た調査研究を基礎とした。インドが最後にＩＣＰ

に参加したのは 1985 年であったため、2005 年の数

値を推計するのに回帰が用いられた。全体として、

この外挿推計値の集合は「世界開発指標2007年版」

とＷＤＩデータベースに登場するため、「ＷＤＩ

2005 年推計値」と呼ばれる。 

 表 G1 に過去のデータの外挿推計値と比較した

新しいベンチマークから得られたデータの経済毎

の要約を示す。1993 年の比較に含まれていなかっ

た経済については脚注で示すが、この推計値は第 2
部「非ベンチマーク経済のＰＰＰの推定」で説明

した回帰モデルを用いて帰属計算によって求めら

れた。表は 2005 年ＩＣＰとＷＤＩ2005 年の両デー

タソースよりＰＰＰ及び米ドル表示で合計ＧＤＰ

と一人当たりＧＤＰを示す。輸出経済の違いはほ

とんどがプラスであることに留意して欲しい。最

後の二つの列はＩＣＰで用いられたようにＧＤＰ

を米ドル表示し、ＷＤＩデータベースとの比較を

示す。ＩＣＰ世界報告は諸経済が地域コーディネ

ーターに提出したＧＤＰとその構成要素の値を用

いたが、これは場合によってはＷＤＩのものと異

なる。諸経済は自国の国民経済計算改善に向けた

相当の努力を払ったが、一貫した時系列の欠如ま

たはＷＤＩデータベースの値とのその他の不突合

を理由として、すべてがＷＤＩに含まれたわけで

はなかった。 

 ベンチマーク年についての推定値が得られ次

第、ベンチマーク経済と非ベンチマーク経済の双

方についてＰＰＰとそれに関連したＰＰＰ調整一

人当たりＧＤＰの推計値を前方及び後方に外挿し

て時系列を形成した。ＰＰＰについては米国に比

した地元のインフレ率（ＧＤＰデフレーターによ

って測定）を用いてこれが行われたのに対し、実

質ＧＤＰ及び一人当たり実質ＧＤＰは不変価格全

国データから導き出された成長率を用いて外挿に

よって求めた。 

 読者諸氏にお知らせしておきたいことは、ある

ベンチマーク年のＰＰＰ推計は基準国に比したあ

る経済のインフレ率で外挿された場合、必ずしも

新しいベンチマーク年について得られた推計値と

整合しないということである。例えば、オマーン

表示のヨルダンの1993年のＰＰＰに基づく一人当

たりＧＤＰは、ヨルダンとオマーンの相対インフ

レ率によって 2005 年に外挿されたとすれば、同じ

くオマーン表示のヨルダンの2005年ベンチマーク

のＰＰＰに基づく一人当たりＧＤＰと等しくなら

ない。これは複数の要因によってもたらされる結

果である。 

・住宅や非市場サービスのような問題の多い分野

の取扱いがＩＣＰの後続の回では異なる可能性
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がある。一般に、回を重ねる毎により良い方法

が導入されると仮定することができる。例えば、

アフリカ、西アジア、アジア太平洋の諸地域に

おいては政府給与の生産性調整が行われた。 

・外挿は、個別生産物または基礎的項目レベルで

はなく、マクロレベルまたはＧＤＰレベルで行

われる。これは各経済の経済構造が標準国と似

通っており、どちらの経済も同じような形で進

化していると仮定する。 

・ＩＣＰの後続の回で価格調査が行われた生産物

が異なっている可能性があり、ＩＣＰの生産物

リストもまた、国のインフレ率算定に用いられ

たものと異なるであろう。 

・二つの調査の標本誤差及び非標本誤差の大きさ

が異なる可能性がある。 

・異なる集計法が用いられた可能性がある。 

・ＩＣＰの各回に参加した経済の数が異なる。例

えば、1993 年の比較にはアジア太平洋から 14
の経済が含まれた。このうちの二つは日本と韓

国であるが、これらは今回はユーロスタット・

ＯＥＣＤ比較に含まれ、アジア太平洋の比較に

は含まれていない。2005 年のアジア太平洋の比

較には中国とインドを含む 11の経済が新たに加

わった。ＰＰＰは多国間推計プロセスの結果で

あり、これはどの二つの経済の間の関係も地域

内の他のすべての経済との間接平価の影響を受

けることを意味する。 

・1993 年ＩＣＰではアフリカをＯＥＣＤと接続す

るのに特別の方法が用いられたが、日本を用い

てアジア太平洋をＯＥＣＤと接続した際にも同

じような問題が体験された。 

・2005 年の支出及びウェイトはＳＮＡ９３を基盤

とするが、前回はＳＮＡ６８を基盤とした。 

 二つの調査の一般的な方法論、集計手順、経済

群が同じであったとしても、外挿値は必ずしも新

しいベンチマーク値と等しくならないであろう。

この理由は、後続のベンチマーク推計値が数量だ

けでなく価格においても 1 年毎の変化を反映する

ように、ＩＣＰ調査が当年推計値で作業するため

である。あるベンチマーク年の値を相対インフレ

率によって外挿して別のベンチマーク年の値を求

めると、集計数量だけの変化を生み、相対価格に

おける変化と補足生産物及び代替生産物の需給相

互作用の結果による可能性がある数量構成におけ

る何らかの変化を捕捉することに失敗する。 

 対外貿易量が大きい経済の場合、貿易条件の変

化によって外挿はさらに問題が多くなる。例えば、

ある経済の物理的な輸出量が同じままでありなが

ら価格が低下すると、外挿輸出量は変わらなくて

も時価で測定される産出高は減少するであろう。

輸入価格が上昇した場合には同じような効果が起

こるであろう。すなわち、外挿ＧＤＰは現在測定

されたＧＤＰを上回るであろう。他のすべての条

件が同じで、輸出価格が上昇し、輸入価格が低下

した場合には、逆の事態が起こるであろう。 

 経時的な比較を行う際には、過去の結果と比較

しての 2005 年ＩＣＰの方法論、範囲、内容の変更

を考慮に入れる必要がある。例えば、過去のベン

チマークのジニ係数またはその他の分散測定値を

用い、それを 2005 年のものと比較し、国家間の所

得不平等の傾向を測定することは誤解を招く結果

を導く可能性がある。 
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表 G1 
2005 年ＩＣＰの世界的な結果とＷＤＩとの比較 

一人当たりＧＤＰ（ＰＰＰ建て） 一人当たりＧＤＰ（米ドル建て） ＧＤＰ（単位：10 億ＰＰＰ） ＧＤＰ（単位：10 億米ドル） 

差 差 差 差 

アンゴラ a 

ベナン 

ボツワナ 

ブルキナファソ a 

ブルンジ a 

カメルーン 

カーボベルデ a 

中央アフリカ共和国 a 

チャド a 

コモロ a 

コンゴ民主共和国 a 

コンゴ 

コートジボワール 

ジブチ a 

エジプト 

赤道ギニア a 

エチオピア a 

ガボン 

ガンビア a 

ガーナ a 

ギニア 

ギニアビサウ a 

ケニア 

レソト a 

リベリア 

マダガスカル 

マラウイ 

マリ 

モーリタニア a 

モーリシャス 

モロッコ 

モザンビーク a 

ナミビア a 

ニジェール a 

ナイジェリア 

ルワンダ 

サントメ・プリンシペ 

セネガル 

シエラレオネ 

南アフリカ a 

スーダン 
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表 G1 
続き 

一人当たりＧＤＰ（ＰＰＰ建て） 一人当たりＧＤＰ（米ドル建て） ＧＤＰ（単位：10 億ＰＰＰ） ＧＤＰ（単位：10 億米ドル） 

差 差 差 差 

スワジランド 

タンザニア 

トーゴ 

チュニジア 

ウガンダ a 

ザンビア 

ジンバブエ 

アフリカ 

バングラデシュ 

ブータン 

ブルネイ 

カンボジア a 

中国 

香港（中国） 

マカオ（中国） 

台湾（中国）a 

フィジー 

インド a 

インドネシア 

イラン 

ラオス 

マレーシア 

モルジブ a 

モンゴル 

ネパール 

パキスタン 

フィリピン 

シンガポール 

スリランカ 

タイ 

ベトナム 

アジア太平洋 

アルメニア 

アゼルバイジャン 

ベラルーシ 

グルジア 

カザフスタン 

キルギス共和国 

モルドバ 
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表 G1 
続き 

一人当たりＧＤＰ（ＰＰＰ建て） 一人当たりＧＤＰ（米ドル建て） ＧＤＰ（単位：10 億ＰＰＰ） ＧＤＰ（単位：10 億米ドル） 

差 差 差 差 

ロシア 

タジキスタ
 

ウクライナ 

アルバニア 

オーストラリア 

オーストリア 

ベルギー 

ボスニア・ヘルツェゴビナ 

ブルガリア 

カナダ 

クロアチア 

キプロス 

チェコ 

デンマーク 

エストニア 

フィンランド 

フランス 

ドイツ 

ギリシャ 

ハンガリー 

アイスランド 

アイルランド 

イスラエル 

イタリア 

日本 

韓国 

ラトビア 

リトアニア 

ルクセンブルク 

マケドニア 

マルタ 

メキシコ 

モンテネグロ 

オランダ 

ニュージーランド 

ノルウェー 

ポーランド 

ポルトガル 

ルーマニア 
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表 G1 
続き 

一人当たりＧＤＰ（ＰＰＰ建て） 一人当たりＧＤＰ（米ドル建て） ＧＤＰ（単位：10 億ＰＰＰ） ＧＤＰ（単位：10 億米ドル） 

差 差 差 差 

ロシア 

セルビア 

スロバキア 

スロベニア 

スペイン 

スウェーデン 

スイス 

トルコ 

英国 

米国 

ＯＥＣＤ・ユーロスタット 

アルゼンチン 

ボリビア 

ブラジル 

チリ 

コロンビア a 

エクアドル 

パラグアイ a 

ペルー 

ウルグアイ 

ベネズエラ 

南米 

バーレーン 

エジプト 

イラク 

ヨルダン 

クウェート a 

レバノン 

オマーン a 

カタール 

サウジアラビア a 

シリア 

イエメン 

西アジア 

(注 a）2005 年ＷＤＩの国別推計値は、2005 年に前方外挿した 1993～96 年の回帰推計値に基づく。地域の合計及び平均は回帰数またはＷＤＩ推計値のない国を考慮に入れてい

ない。 

出典：2005 年ＩＣＰ最終結果、ＷＤＩデータベース（2008 年 4 月） 
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付属資料 H 

地域間接続係数の推定 

 
 
 
地域の接続：数値例による段階的表示 

 2005 年ＩＣＰの非常に重要な特徴は、ＰＰＰが

最初、それぞれの地域とユーロスタット・ＯＥＣ

Ｄについて、その経済情勢及び能力に最も適した

方法論を用いて、別々に算定されたということで

ある。地域ＰＰＰを共通の世界通貨に調整する必

要性は、地域の接続に用いられたリング方法論の

開発につながった。以下の諸段落では、リング価

格を用いて地域ＰＰＰを共通通貨に調整するため

に用いられた各段階を例で示す。この例は各地域

のリング価格を、地域ＰＰＰが算定されるもとに

なる地域ＰＰＰを用いた共通地域通貨に換算する

方法を示す。 

 第 1 及び第 2 段階。この表は地域 I、II、III のリ

ング諸国について10の生産物を擁する基礎的項目

のリング価格を示す。各国のリング価格はそれぞ

れの自国通貨による。表の最下行は基準国に比し

た各国の地域内基礎的項目ＰＰＰを示す。（A 国

と E 国は、それぞれ地域 I と II の標準国である点

に留意せよ。） 

 第 3 段階。各国のリング価格を当該地域のＰＰ

Ｐで除する。これによって自国通貨建てのリング

価格が当該地域の標準国の通貨に換算される。標

準国の価格は変わらないことに留意せよ。 

 第 4 段階。この表は、第 3 段階で示された三つ

の価格集合のＣＰＤ回帰結果を示す。地域 I をＣ

ＰＤ回帰の標準とした。この基礎的項目の場合、

地域 I に対する地域 II のＰＰＰは 10.56 である。 

 第 5 段階。地域毎国毎の接続係数を示す。地域 I
の接続係数は 1.0 であることに留意せよ。地域 II
のこの基礎的項目の接続係数は 10.56 である。これ

はリング国だけでなく、域内のすべての国につい

て用いられる。 

 第 6 段階。各国の世界ＰＰＰは、その地域内Ｐ

ＰＰに地域ＰＰＰまたは接続係数を乗じた値であ

る。 

 重要な特徴は、地域ＰＰＰの世界的なレベルへ

の調整は、本質的にスカラー調整であるという点

である。これは域内諸国の相対的な関係を保持す

るため、不変性要件を満たす。 
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出典：2005 年ＩＣＰ 

 

図 H1 接続係数：数値例 

リング価格 
－基礎的項目 地域 I 地域 II 地域 III 

ＰＰＰ 
（地域内） 

デフレートさ
れた価格 地域 I 地域 II 地域 III 

地域係数（ＰＰＰ） 生産物 

生産物 

方法 

国 地域 
ＰＰＰ 

（地域内） 
接続 
係数 

世界 
ＰＰＰ 

ＩＣＰにおける地域 I 

の基準国：米国 

ＩＣＰの基準地域 

：ＯＥＣＤ 

 



 - 189 -  

付属資料 I 

ＩＣＰソフトウェア 

 
 
 
 世界銀行によって2005年ＩＣＰに導入された一

つの重要な革新事項は、様々な集計レベルでＰＰ

Ｐを生成するために、価格データの収集、保存、

妥当性検証、処理を支援する、一続きのしっかり

と統合された専門のソフトウェア・ツールである。

このツールの基礎になるものとして、生産物の個

々の価格と平均価格を安全な形で保存できるデー

タベースが存在する。このデータベースにはまた、

（基礎的項目レベルの）ＧＤＰ支出ウェイト、空

間ウェイト、為替レート、人口データも保存され

る。 

 このソフトウェア・ツール集合はＩＣＰ

「ToolPack（ツールパック）」と呼ばれ、ＩＣＰ

プロセスに端から端までの解決策を提供し、計算

における透明性のみならず、方法論上の厳密さと

最善の慣行を導入する。ツールパックは構造的な

生産物記述を用いた価格調査用生産物リストの作

成、調査の準備、利用者と生産物販路の特定、価

格データの収集とデータ入力、各国レベルにおけ

るデータの妥当性検証、地域コーディネーターと

国内コーディネーターとの間のデータの交換及び

データ処理といった活動を網羅する。地域レベル

では、ツールパックには地域または小地域を横断

した国家横断分析用データ妥当性検証ツールが多

数備わっている。最後に、ツールパックには多様

な統計法を用いて、ＰＰＰを生成する価格データ

集計に関する報告を行う複数の革新的な特徴が備

わっている。 

 ＩＣＰの2005年のラオウンドでは複数のソフト

ウェア構成要素が開発された。以下にその特徴の

いくつかとそれを支援するツールパック構成要素

の重要点を示す。 

・構造的な生産物記述（ＳＰＤ）法を用いた生産

物リストの作成。この構成要素はＩＣＰで用い

られるすべての生産物項目について詳細な生産

物銘柄規定の形成を支援する。これは世界、地

域、国内の各レベルにおけるＩＣＰコーディネ

ーター間の対話を支援し、コーディネーターが

異なる生産物同士を比較するのを助ける。 

・家計消費品目用データ収集と価格調査。各国が

ツールパックの別のモジュールであるデータ処

理モジュール（ＤＰＭ）を用いて形成された調

査の枠組みと生産物リストに基づき、消費品目

に関する価格データを収集するよう価格収集モ

ジュール（ＰＣＭ）が設計された。ＰＣＭには

データ入力の誤りを訂正する基礎的なデータ妥

当性検証機能、そしてある程度のデータ監査機

能も備わっている。 

・政府及び総固定資本形成品目用データ収集。Ｐ

ＣＭを用いて収集される家計消費品目の価格以

外の他のＧＤＰ主要支出項目（建設、設備、報

酬）は、ＰＣＭを用いたデータ収集に容易にな

じまない。したがって、今はデータ収集様式（Ｄ

ＣＦ）モジュールがあるが、これは価格データ

の集計や指数計算用にＤＰＭに十分に統合され

ている。 

・データ処理。ツールパックのＤＰＭ構成要素は

国内コーディネーターと地域コーディネーター

の両方が用いられる中心的なデータ処理エンジ

ンである。利用者に応じて、ソフトウェアは国

家レベルまたは地域レベルで必要な妥当性検証

のためのツールを提示している。例えば、国内

コーディネーターは自国において各生産物につ

いて観測された個々の価格の初期点検用にそれ

を用いることができる。個々の価格データに満

足したら、国内コーディネーターは次にこのシ

ステムを用いて、当該国で価格収集が行われた

各生産物の平均価格を算出することができる。

各国は個々の価格か平均生産物価格だけかのい

ずれを提供するか選択することができる。ツー

ルパックはさらなる処理用に国からのいずれの

形態の提出も受け付ける。 

・国家診断報告。この報告は各国の提出物に基づ

いてＤＰＭで作成され、地域が点検し、個別価
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格に問題があれば国内コーディネーターに戻さ

れる。この報告は問題となっている観測事項と

データの誤りの予想される原因についてピンポ

イントで示すことによって地域と国家の間の対

話をずっと効率的なものにする。 

・クアランタ表。予備的なデータ・クリーニング

が終了すると、ツールパックはより幅広い基盤

に基づく編集プロセス集合を提供する。この段

階で用いられる主な診断表の一つがイタリア国

家統計局（ＩＳＴＡＴ）の Vincenzo Quaranta に

ちなんで名付けられたクアランタ表である。氏

はこれをユーロスタット・ＯＥＣＤのＰＰＰプ

ログラム用の編集ツールとして開発した。クア

ランタ表は、一つ一つの国について、基礎的項

目内の一つ一つの生産物に関するその生産物の

詳細、調査対象期間、平均値、観測された最高

値及び最低値、ＰＰＰ、ＰＬＩ、為替レート、

ウェイト、変動係数（算術平均で除した標準偏

差）を示す。 

・ディカノフ表。2005 年ＩＣＰの編集段階を支援

するものとして導入されたもう一つの重要な革

新事項は、この方法論を開発した世界銀行の

Yuri Dikhanovにちなんで名付けられたディカノ

フ表である。これは価格データの集計及び分析

の基盤としてＣＰＤモデルを用いて、一つの地

域内の各国のＧＤＰレベルまで生産物全体にわ

たる生産物価格同士の関係を示す。例えば、デ

ィカノフ表の特別の特徴は、ＣＰＤモデルによ

って生成された推計（または予測）価格と比較

してのある国が実際に提供した価格分布の測定

である。プラスの残差は観測された平均価格が

モデルの推計価格よりも高いことを意味するの

に対し、マイナスの残差は推計価格が観測価格

よりも高いことを意味する。残差はデータがモ

デルの平均推計値からどれだけ離れているかを

示す。大きな残差は期待される価格から相当に

離れていることを示し、国家間における生産物

価格の予期せぬ変動または国内における生産物

価格の大きな変動のいずれか（またはどちらも）

を識別することができる。これらの変数の一方

または他方における何らかの相当の変動は、価

格データの下にある何らかの問題を示すか、あ

る国が他の国と同じ品目の価格を調査していな

い可能性を示すことができる。ツールパックに

よるディカノフ表の実行においては、上は主要

ＧＤＰカテゴリーから下は基礎的項目レベルま

で様々な集計レベルにおいてデータの異常を比

較する数多くの選択肢が提供される。ツールパ

ックはさらに、基礎的項目レベルから平均生産

物価格まで掘り下げて逸脱の原因を追うことを

許す。 

・設備、建設、報酬（ＥＣＣ）データ妥当性検証。

データ妥当性検証モジュール（ＤＶＭ）は建設

構成要素と「建設体系（つまり、設備と報酬の

価格）」の平均価格の妥当性を検証する 2005 年

ＩＣＰのもう一つの革新事項である。このモジ

ュールは国家間における同じ構成要素について

の価格の違いをより良く理解し、データ異常の

原因を決定するために観測価格の構成要素を比

較する。このモジュールはまたＤＶＭに十分に

統合されているため、データ妥当性検証が行わ

れた後に他の支出項目でデータをさらに処理す

ることができる。 

・支出ウェイト診断モジュール（ＷＤＭ）。ＧＤ

Ｐ支出ウェイトは最終的な指数計算に必須であ

る。ＷＤＭは、基礎的項目またはより高位のレ

ベルですべての国を横断してＧＤＰ支出を比較

し、国家間の統計偏差を計算することによって

問題のある分野を把握する手段を各地域に与え

る。この偏差は合計ＧＤＰに占める割合として

各レベルの支出シェアに作用する。 
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用語集 

 
 
 

 現実個別消費。現実個別消費は、家計最終消費

支出、対家計非営利団体（ＮＧＯや慈善団体など）

最終消費支出、財及びサービスの個別消費（教育

または保健など）に対する政府支出の合計値とし

て測定される。 
 

 加法性。集計値と構成要素の双方が国内現行価

格で評価された時、ある比較に参加している国家

の国民経済計算集計値はその構成要素の値の和に

等しい。加法性は、集計値とその構成要素の値が

国際価格で評価された時に、この恒等式が維持さ

れることを求める。比較される一つ一つの国につ

いて、基礎的項目の実質価値の和が、それが構成

要素となっている集計値の実質価値となるような

集計法は加法である。加法集計法は数量の平均検

定を満足する数量を提供するが、ゲルシェンクロ

ン効果（下記参照）の影響を受ける。 
 

 集計値。居住家計による消費財・サービスの合

計購入、政府による集合サービスに対する合計支

出、総固定資本形成の合計価値のような所定期間

内の財及びサービスの特定のフローに係わる取引

集合の和。「集計値」の用語はまた、特定の取引

集合の値を意味するものとしても用いられる。 
 

 集計。基礎的項目レベルより上のＰＰＰ算定の

手順。基礎的項目ＰＰＰを加重し、足し合わせ、

平均を出し、上はＧＤＰまでの各集計レベルのＰ

ＰＰを取得するプロセス。 
 

 アルコール飲料・たばこ。自家消費用に購入さ

れたアルコール飲料。ノンアルコール・ビールの

ような一般にアルコールが入っている低アルコー

ル飲料または非アルコール飲料を含み、ホテル、

レストラン、カフェ、バー、キオスク、街頭の物

売り、自動販売機などで、自宅外での即時消費用

に販売されているアルコール飲料を除く。カフェ、

バー、レストラン、ガソリンスタンドなどにおけ

るたばこの購入を含む、家計によるあらゆるたば

この購入。 
 

 輸出入収支。財及びサービスの本船渡し（ＦＯ

Ｂ建て）輸出額から財及びサービスのＦＯＢ建て

輸入額を差し引いた値。財とサービスを区別する

必要がない場合には、財及びサービスのＦＯＢ建

て輸出額から財及びサービスの運賃・保険料込み

（ＣＩＦ建て）輸入額を差し引いた額と定義する

ことができる。 
 

 基礎的項目。平価が計算される、ＧＤＰ内訳に

おける最下位の品目集計レベル。理論上、基礎的

項目はしっかりと定義された同種の財またはサー

ビスの集合として定義される。実際上は、陽表的

支出ウェイトを推計できる最下位の最終支出レベ

ルによって規定される。したがって、現実の基礎

的項目は、理論的に望ましい以上の幅広い範囲の

生産物を網羅する可能性がある。基礎的項目は比

較の基礎単位である。支出規定、生産物の選定、

価格収集、価格編集が行われ、ＰＰＰが最初に計

算され、平均が出されるのはこの基礎的項目レベ

ルなのである。 
 

 バスケット。しっかりと定義された財及びサー

ビスの共通リストで、比較に参加する国々がＰＰ

Ｐ作成目的のために価格を調査する生産物をここ

から選択するリストについてしばしば用いられる

用語。「生産物リスト」または「品目リスト」と

も呼ばれる。 
 

 バイアス。ＰＰＰまたは数量指数における系統

的誤差。偏りが発生するのには多くの理由がある

が、これには代表性、比較可能性、整合性のいず

れかを尊重しなかった場合、従った価格の収集及

び測定手順、用いられた計算及び集計式などが挙

げられる。 
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 二国間比較。「二項比較」参照。 
 

 二項比較。二国間についての価格または数量比

較であって、データがこの二カ国だけから導き出

されているもの。「二国間比較」とも呼ばれる。 

 二項ＰＰＰ。二国間について計算されたＰＰＰ

であって、この二カ国の価格及びウェイトだけを

用いたもの。 
 

 ブリッジ国。異なる国家群が関与する二つの別

々の比較の間のリンクまたはブリッジを提供する

国。ブリッジ国はどちらの比較にも参加し、それ

によって一方の比較に含まれる国と他方の比較に

含まれる国との相互比較を可能にする。 
 

 在庫品・貴重品の変動。在庫品・貴重品（仕掛

品を含む）の変動は、(a)生産事業単位がさらなる

加工、販売、他の事業単位への引き渡し、または

その他の方法による利用を前に、依然保有してい

る産出物の在庫及び(b)中間消費またはさらなる

加工なしに転売するために用いることを意図して

他の事業単位から取得した生産物の在庫における

変動で構成され、在庫品台帳記帳額から蔵出し額

及び保有在庫商品に頻発する何らかの損失の額を

差し引いた額として測定される。ＰＰＰは直接推

計されず、代わって、消費財設備のＰＰＰを用い

て帰属計算される。 
 

 特性。ある生産物を識別し、生産物分類のある

項目下におけるその所在の把握を可能にする役割

を有するその物理的及び経済的属性。生産物銘柄

規定に列挙されているある生産物の技術的変数及

び価格決定属性。 
 

 衣料品・履物。衣料材料、男性用・女性用・子

供用衣類、その他衣料用品及び衣料付属品、衣料

品のクリーニング・修繕・賃貸、男性用・女性用

・子供用のあらゆる履物、履物の修理及び賃貸に

関する支出を含む。 
 

 ＣＯＦＯＧ（政府機能分類）。機能または目的

別の一般政府の取引（最終消費支出、中間消費、

総固定資本形成、資本金及び経常移転に対する支

出を含む）の分類。ＣＯＦＯＧの主たる利用は、

一般政府のどの最終消費支出が家計に個別的に恩

恵を与え、どれが集合的に家計に恩恵を与えるか

を識別することにある。 
 

 ＣＯＩＣＯＰ（使途別個別消費分類）。三つの

制度部門（家計、対家計非営利団体、一般政府）

の個別消費支出を、その支出を通じて達成しよう

としている目的によって分類する。個別消費支出

とは、個別家計に恩恵をもたらすように行われる

支出である。家計と対家計非営利団体の最終消費

支出はすべて個別と定義されるが、一般政府の場

合は個別サービスに対する最終消費支出だけが個

別として処理される。 
 

 政府集合消費支出。国防、司法、一般行政、環

境保護のような集合消費サービスに対して、一般

政府及び地方政府が行った支出。 

 通信。郵便サービス並びに電話・ＦＡＸの機器

及びサービスに対する支出を含む。 
 

 比較可能性は、参加諸国が同一のまたは同一で

ないとしたら同等の生産物の価格調査を行うこと

を求める。比較可能な生産物の価格調査は、ある

生産物の価格における国家間の違いが現実の価格

の違いを反映しており、品質の違いに影響を受け

ていないことを確実にする。二つ以上の生産物が

比較可能であると言えるのは、以下のいずれかの

場合である。 

・その物理的及び経済的特性が同一である場合、

または 

・消費者が一般的にその違いに無関心であるほど

十分に似ている場合。 
 

 雇用者報酬。ある会計期間中に使用者が雇用者

に対して、雇用者が行った労働に対する見返りと

して行う現金及び現物によるあらゆる支払い。こ

の支払いには、現金及び現物の給与・賃金総額、

使用者の現実の社会負担、帰属社会負担から構成

される。 
 

 構成要素。ある規定の集計値を構成する財及び

サービスまたはそのいずれかの小集合。 
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 整合性。諸国が収集した価格が、そのＧＤＰ最

終支出推計値の基礎となる価格に一致しているこ

との要件。ほとんどの場合、これは全国的な年間

の購入者価格であるべきことを意味する。比較の

基礎には「支出＝価格×数量」の恒等式があり、

支出を価格で割ることによって数量が得られる。

支出を導き出すのに用いられたものに対応しない

価格を用いると、数量の過少推計または過大推計

のいずれかの結果を招く。 
 

 建設。新規構造物の建設と既存構造物の改修を

対象とする。構造物には、居住用建物、非居住用

建物、土木工作物が含まれる。 
 

 耐久消費財。家計が最終消費（つまり、家計が

価値を蓄積するものとしてまたは家計が所有する

非法人企業が生産目的で使うのではないもの）の

ために取得した耐久財。1 年以上の期間にわたって

繰り返しまたは継続して消費目的に用いられても

よい。 
 

 固定資本消費。物理的劣化、通常の陳腐化、通

常の偶発的損傷の結果として、会計期間中に発生

した、生産に使用されている固定資産の価値の減

少。 
 

 ＣＰＤ法（カントリー・プロダクト・ダミー法）。

回帰分析を通じて基礎的項目レベルで推移的なＰ

ＰＰを得るためにＩＣＰで用いられた多国間法。

ＰＰＰの計算を指数の問題よりはむしろ推定の問

題である統計的推論の問題として扱う。基礎とな

っている仮定は、確率的攪乱項を除くと、基礎的

項目内の個々の生産物のＰＰＰは、どんな組の国

の間でもすべて不変であるというものである。言

い換えると、基礎的項目内における生産物の相対

価格パターンは生産物が異なってもすべての国で

同一と仮定する。また、各国それぞれに基礎的項

目について特有の全体的な価格水準があり、これ

が当該国においてその基礎的項目における生産物

の絶対価格水準を決めるとも仮定する。基礎的項

目について各国で観測される価格を無作為標本と

して扱うことによって、古典的な最小二乗法を用

いてそれぞれの国家の組の間のＰＰＰと相対価格

の共通パターンが推計できる。この方法は、ＰＰ

Ｐについての標本誤差の推計を許す。 
 

 デフレーション。ある集計値の現在価格を価格

指数（「デフレーター」と呼ばれる）で割り、価

格の基準時価格でその数量を評価する方法。 
 

 ＥＣＰ（欧州比較プログラム）。国連ヨーロッ

パ経済委員会主催のもと、欧州で実施されたＩＣ

Ｐの地域プログラム。ユーロスタット、ＯＥＣＤ、

独立国家共同体国家間統計委員会、ロシア連邦国

家統計委員会が組織した。 
 

 教育。初等前、初等、中等、中等後、高等教育

に対する家計支出を含む。教育給付及び払い戻し

並びに教育サービスの生産に対する政府支出も含

む。 
 

 ＥＫＳ法（エルティト・ケベス・スザルク法）。

上はＧＤＰにまで至る各集計レベルのＰＰＰを取

得するために基礎的項目ＰＰＰを集計するのに用

いる方法。厳密に言うと、ＥＫＳ法とは何らかの

非推移的な二項指数集合を推移的にする手順であ

る。この手順は基礎的項目の非推移的な二項指数

の計算に用いられる方法には左右されない。基礎

的項目または推計値について非推移的な二項ＰＰ

Ｐを得るために用いられる方法は、まずラスパイ

レス式ＰＰＰマトリックス、次いでパーシェ式Ｐ

ＰＰマトリックス、そして最後にこの二つの幾何

平均を求めることによってフィッシャー式ＰＰＰ

マトリックスを計算することを伴う。フィッシャ

ー式ＰＰＰはＥＫＳ手順を適用することによって

推移的な多国間のものとなるが、この手順は一つ

一つの国の組の間のフィッシャー式ＰＰＰをそれ

自体の幾何平均の二乗で置き換え、この組の間の

対応する間接フィッシャー式ＰＰＰのすべてを他

の国をブリッジとして用いて得ることを伴う。こ

の結果得られるＥＫＳ法によるＰＰＰは加法的で

なく、ゲルシェンクロン効果の影響も受けない実

質最終支出を提供する。ＥＫＳの結果は、個々の

集計値の価格及び数量水準の国際比較により適し

ていると見なされている。 
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 誤差。観測されたＰＰＰ値または数量指数と「真

の」値との違い。誤差は確率的な場合と系統的な

場合がある。確率的誤差が通常「誤差」と呼ばれ、

系統的誤差は「バイアス」と呼ばれる。 
 

 支出項目。主要集計値と支出群の間の集計水準。 
 

 支出ウェイト。支出構成要素が現在価格ＧＤＰ

に占める割合。 
 

 財及びサービスの輸出。財及びサービスの輸出

価額（ＦＯＢ建て）。 
 

 最終消費は、個々の家計または地域社会がそれ

ぞれの個別的または集合的なニーズまたは要求を

満たすために使い果たす財及びサービスで構成さ

れる。 
 

 最終支出は、最終消費支出と総固定資本形成で

構成される。 
 

 フィッシャー式ＰＰＰ。二国間の基礎的項目ま

たは集計値のＰＰＰで、当該基礎的項目または集

計値のラスパイレス式ＰＰＰとパーシェ式ＰＰＰ

の幾何平均として定義されるもの。その公式化は

それが基礎的項目ＰＰＰの計算に用いられている

か、あるいは基礎的項目ＰＰＰの集計に用いられ

ているかに左右されるため、「ラスパイレス式Ｐ

ＰＰ」及び「パーシェ式ＰＰＰ」も参照のこと。 
 

 不変性。ある国家群だけを対象としたある比較

において確立された当該国家群間の価格及び数量

の相対的格差は、当該国家群がより幅広い国家群

との比較に含まれた場合にも変わらないまままた

は一定であるとの取り決め。例えば、ＩＣＰ諸地

域とユーロスタット・ＯＥＣＤの価格及び数量の

相対性格差は世界規模の比較でも変わらないまま

である。 
 

 食料・非アルコール飲料。自家消費用に購入さ

れた食品と非アルコール飲料。ホテル、レストラ

ン、カフェ、バー、キオスク、街頭の物売り、自

動販売機などで、自宅外での即時消費用に販売さ

れている食品及び飲料、レストランにおいてその

敷地外での消費用に調理された料理、顧客が持ち

帰るか顧客の自宅に配達されるかに関わりなく、

仕出し請負業者が調理した料理、ペットフードと

特定されて販売されている生産物は除く。 
 

 調度品・家庭用機器・家庭の維持。家具調度、

じゅうたんその他の床被覆材、家庭用織物、家庭

用器具、ガラス製品・卓上食器類・家庭用品、家

屋及び庭用の道具・設備、家庭内の定例的な維持

のための財及びサービスに対する支出が含まれ

る。 
 

 ＧＤＰ。支出側の国内総生産とは購入者価格で

の合計最終支出であり、財及びサービスのＦＯＢ

建て輸出価額を含み、財及びサービスのＦＯＢ建

て輸入価額を差し引いた値。 
 

 一般政府。中央、地方、州、現地の各政府事業

単位で構成される制度部門であり、これらの事業

単位が課し、管理する社会保障基金も含む。政府

事業単位または社会保障基金が管理し、主たる財

源を提供している、非市場生産に従事する非営利

団体も含む。「政府」とも呼ばれる。 
 

 ゲルシェンクロン効果。国家間比較に基準価格

構造（つまり、各国の数量を均一の価格集合で評

価）または基準数量構造（つまり、各国の価格を

用いて均一の数量集合を評価）のいずれかを用い

る集計法だけに該当する。基準価格構造を用いる

方法の場合、その基準価格構造がそれ自体の価格

構造の特徴を失えば失うほど合計ＧＤＰ（つまり、

比較されている国家群の合計）に占めるその国の

割合は上昇する。基準数量構造を用いる方法の場

合、その基準数量構造がそれ自体の数量構造の特

徴を失えば失うほど合計ＧＤＰに占めるその国の

割合は低下する。ゲルシェンクロン効果は、価格

と数量の負の相関関係を理由として発生する。 
 

 ＧＫ法（ゲリー・カミス法）。基礎的項目より

上のＰＰＰと実質最終支出を計算する平均価格

法。国際価格ベクトルを用いた数量マトリックス
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の評価を伴う。このベクトルは参加国の国内価格

をＰＰＰによって共通通貨に換算し、数量加重し

た後に、それらの平均として得られる。ＰＰＰは

参加国内で支出によって加重した国内価格と国際

価格の比率を平均して得られる。国際価格とＰＰ

Ｐは同時に解くことが求められる相関一次方程式

の系によって定義される。ＧＫ法は推移的なＰＰ

Ｐと加法的な実質最終支出を生成する。これには

多くの不利な点がある。一つは集団構成の変更が

国家間の関係のみならず、国際価格をも相当に変

化させる可能性があることである。もう一つは実

質最終支出がゲルシェンクロン効果の影響を受け

るが、これは大きくなる可能性があることである。

ＧＫの結果は、国家間の価格及び数量構造の分析

により適していると考えられている。 
 

 財。それに対する需要が存在し、所有権を設定

することができ、市場取引に従事することによっ

てその所有権を一つの制度単位から別の制度単位

に移転できる物体。財に対する需要があるのは、

これが家計もしくは地域社会のニーズもしくは要

求を満たすために、または他の財もしくはサービ

スの生産に用いられる可能性があるためである。 
 

 政府最終消費支出。一般政府が個別の消費財及

びサービス並びに集合消費サービスの双方につい

て行う、帰属支出を含む支出。 
 

 総固定資本形成。ある会計期間中の生産者によ

る固定資産の取得から処分を差し引いた合計価値

に、制度単位の生産活動によって実現された非生

産資産価値に対する一定の付価額（地下資産、ま

たは土地の質、量、生産性の大きな改善など）を

足したものとして測定される。 
 

 保健。家計による医療製品、医療器具、医療設

備、外来サービス、病院サービスに対する支出を

含む。政府による保健給付及び払い戻し並びに保

健サービスの生産に対する支出も含まれる。 
 

 家計。同じ生活居住空間を共有し、その収入及

び財産の一部または全部を共同の利権とし、主と

して食料及び住宅といったある種の財及びサービ

スを集合的に消費する少人数の集団。家計の構成

員は一人だけの場合もある。 
 

 家計最終消費支出。経済的に意味のない価格で

販売されるものを含み、居住家計が個別の消費財

及びサービスに対して行う、帰属支出を含む支出。 
 

 住宅・水道・電気・ガス・その他燃料。現実の

及び帰属計算による家賃、住居の維持・修理、給

水及び住居関連のサービス、電気・ガス・その他

燃料に対する支出を含む。 
 

 ＩＣＰ（国際比較プログラム）。世界的なＰＰ

ＰによるＧＤＰ比較の定期プログラムを設けるこ

とを最終目標として1960年代に調査研究事業とし

て開始。1970、73、75、80、85、93 年について比

較を編成。それぞれ、10、16、34、60、64、83 カ

国を対象とした。これらの比較の責任は、国連統

計部とペンシルベニア大学が共有した。ＩＣＰの

現在のグローバル・コーディネーターは世界銀行

である。 
 

 イクレ法。基礎的項目より上のＰＰＰと実質最

終支出を計算する平均価格法。国際価格ベクトル

を用いて数量マトリックスを評価することを伴

う。このベクトルは、参加国の国内価格をＰＰＰ

によって共通通貨に換算した後に、これを平均す

ることによって得られる。イクレ加重法は実質支

出構造に基づく。ＰＰＰは、支出加重した国内価

格と国際価格の比率を参加国内で平均することに

よって得られる。国際価格とＰＰＰは同時に解く

ことが求められる相関一次方程式の系によって定

義される。イクレ法は推移的なＰＰＰと加法的な

実質最終支出を生成する。ＧＫと比べて、イクレ

はゲルシェンクロン効果を最小化する。イクレの

結果は、価格及び数量構造の国際分析により良く

適していると考えられている。 
 

 財及びサービスの輸入。財及びサービスの輸入

価額（ＣＩＦ建て）。 
 

 間接比較。第 3 国を通じて行われる二国間の価

格または数量の比較。例えば、A、B、C の 3 カ国
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の場合、A と C の間のＰＰＰは以下のように A と

B の間のＰＰＰを C と B の間のＰＰＰで除すこと

によって得られる。PPPA/C=PPPA/B / PPPC/B 
 

 政府個別消費支出。一般政府が個別の財及びサ

ービスに対して行った現実の及び帰属計算による

最終消費支出。 
 

 家計個別消費支出。家計が個別の財及びサービ

スに対して行った現実の及び帰属計算による最終

消費支出。経済的に大した額でない価格で販売さ

れた個別の財及びサービスに対する支出も含む。

自明のこととして、家計の最終消費支出はすべて

個々の家計を利するものであり、個別のものであ

る。「家計の最終消費支出」及び「家計最終消費

支出」とも呼ばれる。 
 

 対家計非営利団体個別消費支出。対家計非営利

団体（ＮＰＩＳＨ）が個別の財及びサービスに対

して行った現実の及び帰属計算による最終消費支

出。実際上、対家計非営利団体の最終消費支出は

ほとんど性質的に個別であり、したがって、簡単

にするために、対家計非営利団体の最終消費支出

はすべて慣例上個別として扱われる。「対家計非

営利団体最終消費支出」及び「現物社会移転」と

も呼ばれる。 
 

 中間消費。生産過程において投入物として使用

または消費される固定資産以外の財及びサービス

の価額。 
 

 国際ドル。世界レベルの各経済の購買力平価は

米国を標準通貨とし、米国=1.00 として計算され

る。このＰＰＰ換算係数は自国通貨建てのＧＤＰ

及び集計値を「国際ドル建て実質支出」と呼ばれ

る共通の世界通貨に変換する。米国の為替レート

効果を除去するため、世界全体の一人当たり実質

支出指数=100 は、一人当たり実質支出世界平均に

対する各国の一人当たり実質支出の比率を反映す

る。 
 

 品目。価格観測において用いられるよう正確に

定義された財またはサービス。品目銘柄規定で定

義され、品目リストに含まれた財またはサービス。

各国は品目リストに含まれた品目の中から価格調

査を行う品目を選定する。「生産物」とも呼ばれ

る。 
 

 機械設備。組立金属製品、一般用途機械、特殊

用途機械、電気・光学機器、輸送用機器、その他

製造品を含む。 
 

 雑多な財及びサービス。個人ケア、身の回り品、

社会的保護、保険、金融その他のサービスに対す

る支出を含む。 
 

 多国間比較。すべての国の組の間において一貫

した関係を生じる（つまり、推移性要件を満足す

るもの）、二国以上について同時に行う価格また

は数量の比較。 
 

 正味輸出額とは、特定期間内のある経済の合計

輸出額と合計輸入額の差額。 
 

 海外からの純購入。居住家計によるある国の経

済領域外における購入額から、非居住家計による

当該国の経済領域内における購入額を差し引いた

額。 
 

 ＮＰＩＳＨ（対家計非営利団体）。政府が主た

る財源を提供したり、管理しているのでない非営

利団体であり、その主たる資金源は家計の任意拠

出金であり、無料または経済的に大した額でない

価格で家計に財またはサービスを提供するもの。 
 

 標準通貨。ＰＰＰ及びＧＤＰ最終支出（名目及

び数量）を表示する共通通貨として選ばれた通貨

単位に対して用いられる用語。標準は通常、実際

の通貨（米ドルなど）であるが、ＰＰＰ比較の目

的のために開発された人工通貨単位とすることも

できる。 
 

 その他生産物。農林漁業及び養殖業の生産物並

びにソフトウェア製品。 
 

 一人当たり数量。国家間の人口規模の違いにつ
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いて調整した後に、比較される生産物群または集

計値の相対水準を示す標準化された数量測定単

位。ＧＤＰレベルにおいては国民の経済的福祉を

比較するために用いられることが多い。特定の通

貨または指数のいずれかに関連させて示すことが

できる。 
 

 ＰＬＩ（価格水準指数）。基礎的項目について

のＰＬＩとは、為替レートに対する基礎的項目Ｐ

ＰＰの比率である。100 を基準とする指数として表

わされる。100 より大きいＰＬＩは、国内平均価格

が為替レートで換算された場合、基礎的項目内の

得られた価格は平均して地域の基準国（または複

数の基準国）の価格よりも高くなる傾向があるこ

と（逆もまた真）を意味する。ＧＤＰレベルでは、

これは国家間の総合物価水準における違いの測定

値を提供する。ＰＬＩは「比較価格水準（ＣＰＬ）」

とも呼ばれる。 
 

 生産物銘柄規定。価格調査に選ばれた生産物の

識別に用いることができる特性のリストまたは記

述。この目的は、各国が比較可能な品目の価格調

査を行うよう確保することである。生産物銘柄規

定は商標及び型番特定（つまり、特定の商標及び

型番または比較可能な商標（そしてもしかすると

型番）群が明記されているもの）または総称（つ

まり、関連する価格決定特性及び技術特性だけが

与えられ、商標または商標群の指定がない銘柄規

定）のいずれとすることもできる。 
 

 生産性調整。非市場生産者が労働、資本、中間

投入物について支払った価格が共通の多要素生産

性水準に対応するよう行われる調整。実際上、こ

の調整は、非市場生産者が労働に対して支払った

価格（雇用者報酬）が同じ労働生産性水準を表す

よう、これに対して加えられる。 
 

 生産物。生産の結果としての財及びサービス。

他の財及びサービスの生産における投入物とし

て、最終消費として、または投資用にといったよ

うに様々な目的用に交換され、使用される。「財

及びサービス」、「商品」または「品目」とも呼

ばれる。 

 

 購入者価格。購入者が購入者の求める日時・場

所において一単位の財またはサービスの引き渡し

を受けるために支払う金額から何らかの控除可能

な付加価値税または類似の控除可能な税を除外し

たもの。ある財の購入者価格には、購入者が要求

した日時・場所において引き渡しを受けるために

別途支払った何らかの運搬手数料も含まれる。 
 

 ＰＰＰ（購買力平価）。A と B という二国間の

ＰＰＰとは、A 国において B 国の通貨 1 単位で B
国において買える個別の財またはサービスと同じ

数量を購入するのに必要な A 国の通貨単位数を測

定する価格比率である。 
 

 実質最終支出。共通通貨に換算され、ＰＰＰに

よって均一価格水準で評価された各国のＧＤＰ最

終支出。このようにして換算された支出は国家間

の数量格差だけを反映する。「実質価値」とも呼

ばれる。 
 

 娯楽・文化。視聴覚機器・写真機器・情報処理

機器、その他の娯楽・文化用大型耐久財、その他

の娯楽用品・設備、庭・ペット、娯楽・文化サー

ビス、新聞・書籍・文房具、パック休暇旅行に対

する支出を含む。 
 

 参考ＰＰＰとは、価格収集が行われなかった基

礎的項目について用いられるＰＰＰ。他の基礎的

項目について収集された価格を基礎とする。 
 

 代表的生産物とは、問題となっている国のある

基礎的項目内の支出において相当の割合を占める

もの。 
 

 代表性。同じ基礎的項目内の個別生産物及び基

礎的項目用の生産物リストに係わる概念。 

 ある生産物の代表性。基礎的項目内のある生産

物の代表性とは、特定の国の点から定義される。

ある基礎的項目についてある生産物が A 国の価格

水準を代表するか否かのいずれであるかは、当該

基礎的項目の他の基礎的項目に対する相対的重要

性とは無関係である。A 国において当該生産物の
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価格水準がその基礎的項目内のすべての生産物の

平均に近い場合、それは代表的となる。必ずしも

必然ではないが、通常、その生産物の購入額は当

該基礎的項目の対象となっているすべての生産物

の合計購入額の相当の割合を占める。そうでない

としたら、当該生産物の販売数量は、少なくとも

その基礎的項目においてその価格水準が典型的な

ものとなるのに十分なほどのものとなる。 
 

 レストラン・ホテル。ホテル、レストラン、カ

フェ、バー、キオスク、街頭の物売り、自動販売

機などで、自宅外での即時消費用に販売されてい

る食品及び飲料、レストランにおいてその敷地外

での消費用に調理された料理、顧客が持ち帰るか

顧客の自宅に配達されるかに関わりなく、仕出し

請負業者が調理した料理が含まれる。ホテル及び

類似の施設で提供される宿泊サービスに対する支

出も含まれる。 
 

 季節生産物。年間を通じて、販売される数量及

び価格の双方が相当に変動する生産物。変動のパ

ターンは典型的には 1 年毎に繰り返される。季節

生産物は国によって異なる。 
 

 サービス。注文に応じて生産される産出物で、

その生産と別個には取り引きできないもの。サー

ビスに所有権を設定することはできず、その生産

が完了する時点までに消費者に提供されなくては

ならない。このルールに対する例外は一般にサー

ビス産業として分類される産業群であり、この産

出物の一部は財の特性を有する。これはそれぞれ

最も幅広い意味での、情報の提供・保存・通信・

配布、助言、娯楽に係わる産業である。所有権を

設定することのできるこれらの産業の生産物は、

この産出物が供給される媒体に応じて財またはサ

ービスのいずれかに分類することができる。 
 

 ＳＮＡ９３（1993 年国民経済計算体系）。国際

的に合意された概念、定義、分類、会計ルールの

集合に基づく、一貫性・統一性があり、統合され

たマクロ経済勘定、貸借対照表、諸表の集合。 
 

 在庫・在庫品（仕掛品を含む）変動とは、以下

における変動で構成される。 

・生産事業単位がそのさらなる加工、販売、他の

事業単位への引き渡し、またはその他の方法に

よる利用を前に、依然保有している産出物の在

庫、及び 

・中間消費またはさらなる加工なしに転売に用い

ることを意図して他の事業単位から取得した生

産物の在庫。これは在庫品台帳記帳額から蔵出

し額及び保有在庫商品に頻発する何らかの損失

の額を差し引いた額として測定される。ＰＰＰ

は直接推計されず、代わって、消費財設備のＰ

ＰＰを用いて帰属計算される。 
 

 生産課税。居住企業の産出物として生産された

財及びサービスに対する課税で、これらの財また

はサービスの生産の結果として支払い義務が生じ

るもの（つまり、消費税や控除不能な付加価値税

のような生産された財またはサービスの単位当た

りで支払うべき諸税）に、生産に従事した結果と

して居住企業が支払う可能性がある諸税（支払給

与税や自動車税のような税）を加えたもの。前者

は「生産物に対する課税」、後者は「その他生産

課税」と呼ばれる。 
 

 推移性。何らかの二国（または地域）間の直接

的なＰＰＰが第 3 国（または地域）を経由した間

接比較と同じ結果を生むという特性。時に「循環

性」とも呼ばれる。 
 

 交通。乗り物の購入、個人輸送設備の運営、輸

送サービスに対する支出を含む。 
 

 貴重品。主として生産または消費に用いられる

のではなく、鑑賞することが期待され（あるいは

少なくとも実質価値が低下しない）、通常の条件

下で経時的な劣化を受けず、第一義的に価値を蓄

積するものとして取得及び保有される生産された

資産。 
 

 ＶＡＴ（付加価値税）。企業が段階的に回収し

た生産物に対する税。通常、ほとんどまたはあら

ゆる財及びサービスを対象とするように設計され

た幅広い税。生産者が政府に支払う義務があるの
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は、自らの売上高に対する付加価値税と中間消費

または資本形成のための購入に対する付加価値税

の差額だけである。通常、輸出品には付加価値税

は課されない。 
 

 数量測定値は、ＰＰＰを用いて様々な国の生産

物群、主要集計値、ＧＤＰの最終支出を共通通貨

に換算し、それを均一価格水準で評価することに

よって得られる。これは不変価格で表わされた一

つの国のＧＤＰ時系列の空間等価物である。比較

対象である生産物群または集計値の相対的な大き

さの測定値を提供する。ＧＤＰレベルでは国の経

済規模の比較に用いられる。特定の通貨に関係し

てまたは指数のいずれかによって示すことができ

る。 

 

出典： 

 本用語集の定義は、以下の出版物の定義に基づ

く。 
 
ユーロスタット及び ＯＥＣＤ。 2006 年。

Eurostat-OECD Methodological Manual on 

Purchasing Power Parities（ユーロスタット・ＯＥ

ＣＤ購買力平価方法論マニュアル）。パリ：ＯＥ

ＣＤ。 
http://www.oecd.org/dataoecd/59/10/37984252.pdf 
 

Kravis, I.B., A. Heston, and R. Summers. 1982 年。

World Product and Income: International 
Comparisons of Real Gross Product（世界の生産と所

得：実質総生産の国際比較）。ボルチモア：ジョ

ンズ・ホプキンズ大学出版会。 
 

ＯＥＣＤ。2001 年。The System of National Accounts, 
1993: Glossary（1993 年国民経済計算体系：用語

集）。パリ：ＯＥＣＤ。 
http://www.oecd.org/dataoecd/38/18/2674296.pdf 
 

世界銀行。2007 年。ICP 2003-2006 Handbook（Ｉ

ＣＰ2003～2006 年ハンドブック）。ワシントンＤ

Ｃ。http://www.worldbank.org/data/icp 
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